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第６編 事故災害対策 

第１節 火災対策計画 

火災から市民の生命、身体及び財産を保護し、生活の安定を期するため、市は、

比企広域消防本部と連携して、県や防災関係機関とともに、消防力の充実強化を図

ります。 

  

第１ 火災予防 

１ 消防計画の作成 

比企広域消防本部は、関係市町村と連携し、災害に対処するための組織、消防団

の育成・強化、消防施設の整備、事前の災害危険区域の調査等の各種計画で構成さ

れる比企広域消防本部消防計画を策定します。 

 

２ 火災予防対策 

市は、比企広域消防本部とともに、建築物の不燃化、失火防止及び消火力の強化

等の対策を実施します。 

 

（１）建築物の不燃化 

建築物の不燃化を促進するため、防火地域・準防火地域の指定拡大、防火帯道路

等の整備等を推進します。 

 

（２）火災発生原因の制御 

防火管理者制度の運用、予防査察指導の実施、高層建築物等の火災予防対策の指

導、火災予防運動の実施等により、防火体制の確立や、火災の発生原因の制御を図

ります。 

 

（３）火災予防環境の整備 

消防団員を確保するため、中核となる団員を育成し、女性・大学生に対する消防

団への加入を促進するとともに、民間自衛消防組織の育成強化等の対策を実施し、

あわせて、消防水利施設及び消防機械を整備するなど、火災予防環境の向上を図り

ます。 
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第２ 消防活動 

１ 比企広域消防本部による消防活動 

消防長は、災害時において、職員を招集し、それぞれの計画に基づき消防活動を

実施します。 

また、消防団は、比企広域消防本部の指示により、消火、救急・救助及び避難誘

導等の活動に当たります。 

 

２ 他の消防機関に対する応援要請 

比企広域消防本部の消防力では十分な活動が困難である場合に、消防長は、あら

かじめ締結した消防相互応援協定に基づき、他の消防機関、又は県知事に応援を要

請します。 

 

第３ 大規模火災予防  

１ 災害に強いまちづくり 

市は、県及び比企広域消防本部とともに、火災による被害を軽減し、延焼拡大の

防止を図るため、「第２編 共通対策 第１章 第２節 災害に強い都市環境の整備」

に準じて対策を推進します。 

 

２ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

（１）情報の収集・連絡 

市は、比企広域消防本部とともに、夜間、休日の場合等においても対応できる体

制及び、県や防災関係機関等との間における情報の収集・連絡体制を整備します。 

また、災害の危険性を周知するため、防災関連情報を収集し、情報の整理を図り

ます。 

 

（２）緊急輸送活動への備え 

市は、緊急輸送活動を効果的に実施するため、「第２編 共通対策 第１章 第３

節 交通ネットワーク・ライフライン等の確保」に準じて対策を推進するとともに、

災害時の道路交通管理体制の整備に努めます。 

 

（３）避難収容活動への備え 

市は、比企広域消防本部とともに、災害時の避難誘導に係る計画を作成し、地域

住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時より、避難行動要支援者に係る避

難誘導体制を整備し、避難誘導訓練を実施します。 

 

３ 防災知識の普及、訓練 

（１）防災知識の普及 

市は、比企広域消防本部とともに、年２回春季と秋季に火災予防運動を実施しま

す。大規模火災の危険性や災害時に、市民が避難所においてとるべき行動等につい
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ての周知徹底を図ります。 

また、商業地や木造密集地域等に対する防災アセスメント調査を実施します。必

要に応じて防災マップや防災カルテ、災害時の行動マニュアル等を作成し、住民に

配布することにより、火災の発生防止を図るための防災知識の普及啓発を行います。 

 

（２）防災関連設備等の普及 

市は、比企広域消防本部とともに、消火器や避難用補助具等、住宅用防災機器の

普及に取り組みます。また、市民が消防施設の存在を認識できるよう、標識や看板

等を設置し、的確な情報の提供を図ります。 

 

第４ 大規模火災対策 

１ 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

比企広域消防本部は、火災の発生状況、人的被害状況等の被害情報を収集します。

被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた情報から直ちに県へ連絡します。 

 

２ 活動体制の確立 

（１）活動体制 

比企広域消防本部は、警防本部及び現場本部を設置し、火災が発生した場合の初

期消火体制を構築し、被害の拡大を防ぎます。 

 

（２）警察の活動体制 

警察は、大規模火災が発生した場合、警察本部及び関係警察署に、それぞれ所要

の指揮体制を配備し活動します。 

 

（３）事業所等の活動体制 

火災が発生した事業所等の防火管理者は、発災後速やかに災害の拡大を防止する

ため、従業員の非常参集、施設利用者の避難誘導、情報収集連絡体制の確立等必要

な対策を講じるものとします。 

 

３ 消火活動 

比企広域消防本部は、大規模火災が発生した場合、消火活動の調整を行う指揮所

を設置し、速やかに火災の状況を把握し、迅速に消火活動を行います。また、消防

相互応援協定等に基づき、他の消防機関に消火活動の応援要請を行うものとします。 

県は、比企広域消防本部の要請に基づき、他の地方公共団体、自衛隊との連携を

図りつつ、ヘリコプター等を積極的に活用し、大規模火災の偵察及び空中消火の早

期実施を行うものとします。 

 

４ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

（１）交通の確保 
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道路管理者及び警察は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視

カメラ、車両感知器等を活用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握します。 

警察は道路管理者と連携を保ち、緊急輸送を確保するため、直ちに一般車両の通

行を禁止するなどの交通規制を行います。 

 

５ 避難誘導活動  

災害時における避難誘導については、「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難

対策」に準じます。 

 

６ 施設・設備の応急復旧活動  

市及び公共機関は、それぞれの所管する施設・設備の緊急点検を実施します。ま

た、これらの被害状況等を把握し、ライフライン及び公共施設等の応急復旧を速や

かに行います。 

 

７ 被災者等への的確な情報伝達活動 

市及び防災関係機関は、それぞれが実施している対策に関する情報や交通規制の

状況等の情報を市民に適切かつ迅速に提供します。 

また、大規模火災の状況、安否情報、ライフラインや交通施設等の復旧状況等の

情報や医療機関、スーパーマーケット、ガソリンスタンド等の生活関連情報もあわ

せて積極的に伝達します。 

 

第５ 林野火災予防 

１ 基本方針 

林野火災については、地形の制約等の状況から、燃焼時間が長時間に及ぶ場合が

多いとされています。市は、林野において火災が発生した場合の対策を県の対策に

準じて定めます。 

 

２ 実施計画 

（１）危険地域の把握 

市は、比企広域消防本部とともに、林野火災の発生及び延焼拡大の危険性の高い

地域を把握します。 

 

（２）迅速かつ円滑な応急対策、災害復旧への備え 

市は、比企広域消防本部とともに、夜間、休日等の応急体制の整備及び県や防災

関係機関等との情報の収集・連絡体制の整備を迅速に行います。 

また、災害の危険性を周知するため、防災関連情報を収集し、情報の分析を行い

ます。 

（３）消火活動体制の整備 

比企広域消防本部は、林野火災に備え、水利や消火剤の確保等、その適正な備蓄
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と配置に努めます。また、平常時から消防団及び自主防災組織等との連携強化を図

り、体制の整備に取り組みます。 

 

（４）林野火災対策の充実 

林野火災の原因は、たばこ・たき火など、火気の取扱いの不始末によるものが大

部分を占めていることから、森林の巡視や火災予防の啓発活動を進め、その防止を

図ります。 

 

（５）林野火災に強い地域づくり 

森林所有者は、森林の維持管理にあっては、下刈、枝打ち、除伐等を適切に行い、

火災予防及び延焼防止に努めるものとします。 

 

第６ 林野火災対策 

１ 発災直後の情報の収集・連絡 

比企広域消防本部は、火災の発生状況、人的被害状況、林野災害状況等の被害情

報を収集します。また、被害状況に関する概括的情報を含め、把握できた情報から

直ちに県へ連絡します。 

 

２ 活動体制の確立 

林野火災による大規模な被害が発生した場合には、比企広域消防本部は警防本部

及び現場本部を設置し、県及び関係機関等との連携のもと、災害応急活動を円滑に

行う体制を整えます。 

 

（１）警察の活動体制 

警察は、大規模な林野火災が発生した場合は、警察本部及び関係警察署にそれぞ

れ所要の指揮体制を配備し活動します。 

 

（２）事業者の協力体制 

林業関係事業者は、比企広域消防本部、警察等との連携を図り、初期対応、情報

連絡等に協力します。 

 

３ 消火活動 

比企広域消防本部は、林野火災を覚知した場合は、速やかに火災の状況や気象状

況を把握し、迅速に消火活動を行います。また、近隣市町村に応援要請を求めるな

ど、早期消火に取り組みます。 

なお、火の手が住家に及ぶ危険性が明らかになった場合には、その延焼を食い止

めるための方策を最優先するものとします。 

必要に応じて、比企広域消防本部は、県に消火活動の協力要請を行い、ヘリコプ

ターを活用した林野火災の偵察及び空中消火を早期に実施します。 
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４ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

道路管理者及び警察は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視

カメラ、車両感知器等を活用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握します。 

警察は道路管理者と連携を保ち、緊急輸送を確保するため、直ちに一般車両の通

行を禁止するなどの交通規制を行います。 

 

５ 避難誘導活動 

災害時における避難誘導については、「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難

対策」に準じます。 

 

６ 施設・設備の応急復旧活動 

市及び公共機関は、それぞれの所管する施設・設備の緊急点検を実施します。ま

た、これらの被害状況等を把握し、ライフライン及び公共施設等の応急復旧を速や

かに行います。 

 

７ 被災者等への的確な情報伝達活動 

市は、市民に対し、林野火災の状況、安否情報、道路施設等の復旧状況等の情報

を積極的に伝達します。また、必要に応じて、発災後速やかに住民や関係者等から

の問合せに対応する窓口を設置します。 

 

８ 二次災害の防止活動  

市は県とともに、林野火災により林地が荒廃した地域について、降雨等での二次

的な土砂災害等の危険があるかどうか点検を行います。危険性が高いと判断された

箇所については、関係住民への周知を図ります。 

 

９ 災害復旧  

市及び関係機関は、あらかじめ定められた物資、資材の調達に関する計画及び人

材の広域応援等に関する計画を活用し、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行い

ます。また、市は県とともに、林野火災跡地の復旧と改良復旧をあわせて実施しま

す。 
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第２節 危険物等災害対策計画 

 

第１ 危険物等災害予防 

１ 基本方針 

危険物質による災害の発生及び拡大を防止するため、市及び比企広域消防本部は、

関係機関と連携して保安体制の強化を図ります。また、施設の維持管理について、

適正な保安措置を講ずるために、保安教育及び防火思想の啓発等の徹底を図ります。 

 

２ 危険物の災害予防 

市は、比企広域消防本部と連携し、県とともに次の対策を講じます。 

① 次により危険物製造所等の整備改善を図ります。 

ア 危険物製造所等の位置、構造及び設備が消防法等の規定による技術上の基準

に適合した状態を維持するように指導します。 

イ 立入検査を励行して災害防止を指導します。 

② 次により危険物取扱者制度の効果的な運用を図ります。 

ア 危険物保安監督者の選任、解任の届出を徹底します。 

イ 危険物の取扱いについて、技術上の基準を遵守するよう指導します。 

ウ 法定講習会等の保安教育を徹底します。 

③ 次により施設、取扱いの安全管理を図ります。 

ア 施設の管理に万全を期するため、危険物施設保安員等の選任を指導します。 

イ 危険物取扱いの安全確保のため、予防規程の作成遵守を指導します。 

④ 次により危険物流出事象発生時を想定した訓練を実施します。 

ア 危険物流出事象発生時を想定した流出元の特定や流出量積算の訓練を行いま

す。 

イ 汚染地域の拡大防止を図るシミュレーション訓練を実施します。 

 

３ 高圧ガスの災害予防  

 市は、比企広域消防本部と連携し、県とともに次の対策を講じます。 

① 次のとおり、災害の発生を防止し、公共の安全を確保するため、法令基準の

順守を徹底します。 

ア 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）の基準に適合するよう検査及

び指導を実施します。 

イ 検査対象は、次のとおりです。 

(ｱ) 高圧ガスの製造・販売・貯蔵 

(ｲ) 高圧ガスの移動 

(ｳ) 高圧ガスの消費 

(ｴ) 高圧ガスの容器の製造 等 

② 経済産業省、警察及び消防機関との必要な情報交換等、密接な連携の下に、
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防災上の指導を行います。 

③ 埼玉県高圧ガス団体連合会及び埼玉県高圧ガス地域防災協議会と連携して、

各種保安講習会等を開催します。また、高圧ガス保安協会の作成した事故事例

を配布するなど防災上の指導及び自主保安意識の高揚を目的とした普及啓発を

行います。 

④ 高圧ガス施設における製造保安責任者等の製造現場の責任者が、日常点検及

び定期点検等を確実に実施するよう、施設の維持管理及び保安教育を徹底しま

す。 

 

４ 銃砲・火薬類の災害予防 

市は、比企広域消防本部と連携し、県とともに次の対策を講じます。 

① 次のとおり災害を防止し、公共の安全を確保するため、法令基準の順守を徹

底します。 

ア 猟銃・火薬等の製造、販売、貯蔵、消費、その他の取扱いについて、武器等

製造法（昭和２８年法律第１４５号）及び火薬類取締法（昭和２５年法律第１

４９号）の基準に適合するよう検査及び指導を実施します。 

② 経済産業省、警察及び消防機関と協調し、取締指導方針の統一を図ります。

また、必要に応じ、関係機関の協力の下に、防災上の指導を行います。 

③ 埼玉県火薬類保安協会と連携して、火薬類取扱保安責任者講習会等を開催し

ます。また、公益社団法人全国火薬類保安協会の作成した事故事例を配布する

など防災上の指導及び自主保安意識の高揚を目的とした普及啓発を行います。 

 

５ 毒物・劇物の災害予防 

市は、比企広域消防本部と連携し、県とともに次の対策を講じます。 

① 毒物・劇物の製造・輸入・販売・取扱いについて、毒物及び劇物取締法（昭

和２５年法律第３０３号）に基づく指導及び立入検査等を行い、災害の発生を

防止し、公共の安全を確保します。 

② 警察及び消防機関と協調し、情報交換等行うとともに、必要に応じて、関係

機関の協力のもと、防災上の指導に当たります。 

③ 埼玉県毒物劇物協会の協力の下に、毒物劇物安全管理講習会等を開催します。

また、毒物・劇物の適正管理などについて防災上の指導に当たります。 

 

第２ 危険物等災害応急対策 

１ 活動方針 

消防法により規制を受ける危険物施設に災害が発生し、又は危険な状態になった

場合、施設管理者は災害防止のための措置を講じ、直ちに比企広域消防本部又は東

松山警察署等に通報します。通報を受けた機関は、連携して災害防止の緊急措置を

講じます。 
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２ 応急措置 

施設管理者は、現場の消防、警察、関係機関との連絡を密にし、次の措置を講じ

ます。 

① 危険物の流出及び拡散の防止 

② 流出した危険物の除去、中和等 

③ 災害を免れた貯蔵施設等の応急点検及び必要な応急措置 

④ その他災害の発生又は拡大防止のための応急措置 

 

第３ 高圧ガス災害応急対策 

１ 活動方針  

高圧ガス保安法により規制を受ける高圧ガス施設に災害が発生し、又は危険な状

態になった場合、二次的災害への危険性も考慮し、施設管理者は、作業を速やかに

中止します。必要に応じ、ガスを安全な場所に移すか又は放出するとともに、住民

を退避させる等の措置を講じた上で、直ちに比企広域消防本部又は東松山警察署等

に通報します。通報を受けた機関は、連携して災害防止の緊急措置を講じます。 

 

２ 応急措置 

① 高圧ガス災害については、必要に応じ「埼玉県高圧ガス事故災害応急対策要

領」に基づき、警察、消防、防災事業所その他の関連機関と協力して応急措置

を実施します。 

② 施設等の管理者は、現場の消防、警備責任者等と連絡を密にして、速やかに

次の措置を講じます。 

ア 製造作業を中止し、必要に応じて設備内のガスを安全な場所に移し、又は放

出します。この作業に必要な作業員以外は退避させます。 

イ 貯蔵所又は充てん容器が危険な状態になったときは、直ちに充てん容器を安

全な場所に移します。 

ウ ①、②に掲げる措置を講ずることができないときは、従業者、又は必要に応

じて付近の住民に退避するよう警告します。 

エ 充てん容器が外傷又は火災を受けた場合には、充てんされている高圧ガスを

安全な場所で廃棄し、又はその充てん容器とともに、損害を他に及ぼすおそれ

のない水中若しくは地中に廃棄します。 

③ 市長は、災害の防止又は公共の安全の維持のため必要がある場合には、液化

石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４

９号）により、規定される液化石油ガスの供給設備及び消費設備について緊急

措置命令を発します。 

 

第４ 火薬類災害応急対策 

１ 活動方針 

火薬類取締法により規制を受ける火薬類施設に災害が発生し、又は危険な状態に
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なった場合、二次的大災害への危険性も考慮し、施設管理者は、市民の生命、身体

及び財産を災害から保護するため、応急措置を講じた上で、直ちに比企広域消防本

部又は東松山警察署等に通報します。通報を受けた機関は、連携して災害防止の緊

急措置を講じます。 

 

２ 応急措置 

施設の管理者は、現場の消防、警備責任者等と連絡を密にして、速やかに次の措

置を講じます。 

① 保管又は貯蔵中の火薬類を安全地域に移す余裕がある場合は、速やかにこれ

を安全な場所に移し、見張人をつけて、関係者以外の者が近づくことを禁止し

ます。 

② 道路が危険であるか、又は搬送の余裕がない場合は、火薬類を付近の水中に

沈める等の安全な措置を講じます。 

③ 搬出の余裕がない場合は、火薬庫にあっては、入り口窓等を目張りで完全に

密閉し、木部には消火措置を講じます。爆発により災害を受けるおそれのある

地域は、全て立入禁止の措置をとり、危険区域内の市民等を避難させます。 

 

第５ 毒物・劇物災害応急対策 

１ 活動方針  

毒物・劇物取扱施設に係る災害が発生した場合、不特定、又は多数の者について、

保健衛生上の危害が生ずるおそれがあります。その時は、施設管理者が、直ちに、

その旨を東松山保健所、東松山警察署又は比企広域消防本部に届け出て、必要な応

急対応を行います。また、届出を受けた東松山警察署又は比企広域消防本部は直ち

に関係機関に通報すると同時に、災害防止の緊急措置を講じます。 

なお、特殊な災害に対処するために、特別の必要があると認められる場合には、

国、県と連携し、消防庁長官の求め又は指示による緊急消防援助隊の特殊災害中隊

(毒劇物等対応小隊)が、応急対応を行います。 

 

２ 応急措置 

 施設管理者は、現場の消防、警備責任者等と連絡を密にして速やかに次の措置を

講じます。 

① 毒物・劇物の流出等の防止措置及び中和等の除外措置を講じます。 

② 災害をまぬがれた貯蔵設備等の応急点検及び必要な災害防止措置を講じます。 

③ 毒物劇物による保健衛生上の危害を生ずる災害が発生した場合に備え、中和、

消火等の応急措置、及び緊急連絡、要員確保、資材確保等の活動体制を確立し

ます。 
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第６ サリン等による人身被害対策 

１ 活動方針 

市内にサリン等による人身被害（以下「人身被害」という）が発生し、又は発生

のおそれがある場合に備え、人身被害対策計画を定めます。市は、災害対策本部等

の組織に必要な職員を動員配備して、その活動体制に万全を期するものとします。 

 

２ 活動体制 

市は、市内に人身被害が発生した場合においては、法令、県防災計画及び市防災

計画の定めるところにより、他の市町村、県及び指定地方行政機関並びに区域内の

公共的団体の協力を得て、応急対策を実施するものとします。 

 

【サリン等による人身被害の連絡通報体制】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ・緊急調査班の派遣 

     

消防庁 消防本部 

警察本部 
発見者 

警察署 

警察庁  

危 機 管 理 防 災 部 

保 健 医 療 部 

県 災 害 対 策 本 部 

（支部又は対策会議） 

東松山市 
危機管理防災課 
 
災害対策本部 

埼 玉 県 環 境 科 学 

国 際 セ ン タ ー 

（ガス分析、水質分析） 

指定地方行政機関 指定公共機関 指定地方公共機関 

自衛隊 
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３ 応急措置 

（１）原因解明 

人身被害発生直後は、原因物質の特定が不可能な状況が予想されます。そのため、

通報を受けた防災関係機関は、次の体制により、迅速、確実な原因解明に努め、応

急措置を速やかに実施に努めるものとします。 

 

【サリン等による人身被害の原因解明のための連絡体制】 

 

 

（２）情報収集 

市は、市内に人身被害が発生したときは、速やかにその被害状況を取りまとめて、

県に報告します。また、事故災害応急対策に関し、市が措置した事項及び今後の措

置に関する事項について、同時に報告します。その他の基本事項、情報の収集、報

告等の責務は、「第２編 共通対策 第１章 第６節 情報の収集・分析・共有・伝

達体制の整備」に準じます。 

 

（３）立入禁止等の措置 

警察及び比企広域消防本部は、相互に連携を保ちながら、法令の定めるところに

より、人身被害に関わる建物、車両、船舶、その他の場所への立入りを禁止します。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

 

消防庁 消防本部 

警察本部 

警察署 

警察庁  

危 機 管 理 防 災 部 

保 健 医 療 部 

県 災 害 対 策 本 部 

（支部又は対策会議） 

埼玉県 

衛生研究所 

（水質分析） 

埼 玉 県 環 境 科 学 

国 際 セ ン タ ー 
（ガス分析、水質分析） 

指定地方行政機関 指定公共機関 指定地方公共機関 

自衛隊 

（社）埼玉県環境検
査協会（水質分析） 
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また、これらの場所にいるものを退去させます。 

 

（４）救出・救助活動 

救出、救助は「第２編 共通対策 第１章 第７節 医療救護等対策」に準じ、

比企広域消防本部を主体として救出、救助活動に当たります。また、警察は、人身

被害が発生した場合、比企広域消防本部等と協力して救出・救助活動に当たり、危

険箇所の監視警ら等を行います。特殊な災害に対処するために、特別の必要がある

と認められる場合には、国、県と連携し、消防庁長官の指示による緊急消防援助隊

の特殊災害部隊(毒劇物対応隊)が対処します。 

 

（５）医療救護 

迅速かつ的確な医療救護措置を講じられるよう、市は、県、その他の関係機関と

緊密に連携協力して医療救護活動を実施します。 

 

（６）救急搬送 

「第２編 共通対策 第１章 第７節 医療救護等対策」に準じます。県は、人

身被害の応急措置に際して、傷病者の緊急搬送にヘリコプターを必要とする場合に

は、県防災ヘリコプターによる搬送を行います。また、必要に応じ自衛隊にも対応

を要請します。 

 

（７）医療機関の確保 

「第２編 共通対策 第１章 第７節 医療救護等対策」に準じ、医療機関を確

保するものとします。 

 

（８）汚染除去 

市内に人身被害が発生した場合、汚染除去のため、県により自衛隊災害派遣を要

請します。 

 

（９）避難誘導 

市長又は警察官等は、「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難対策」に準じ、

被害拡大のおそれがあると認められたときは、必要に応じて被害現場周辺の市民に

対して、避難指示を行うものとします。 
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第３節 放射性物質及び原子力発電所事故災害対策計画 

 

第１ 放射性物質及び原子力発電所事故災害対策の基本的な考え方 

１ 趣旨 

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故では、その影響は広範囲に拡大

し、市民生活にも大きな被害をもたらしました。 

核燃料物質・放射性同位元素等（以下「放射性物質」という。）が、一般環境中に

飛散する等の事故（以下「放射線関係事故」という。）が発生した場合、その影響は

甚大です。それゆえ、放射線関係事故の迅速かつ円滑な対応を図るため、特に防災

計画にその予防対策、応急対策、復旧対策を定めるものとします。 

本県には、核燃料物質を使用している事業所があります。また、医療機関及び試

験研究機関等において、放射性同位元素を使用する施設が多数あります。そのうえ、

福島第一・第二原子力発電所、東海第二原子力発電所、柏崎刈羽原子力発電所及び

浜岡原子力発電所といった原子力発電所が、本県から比較的近い場所に立地してい

ます。 

放射線関係事故が発生した場合、市と防災関係機関は相互に連携を図り、市民の

身体と生命を守るため、速やかに必要な応急対策を行います。また、被災者が専門

的な医療を迅速に受けられるような医療体制を確立します。 

 

第２ 予防対策 

１ 放射性物質の取扱施設に係る事故予防対策 

（１）核燃料物質を使用する施設に係る事故予防対策 

① 核燃料物質に関する事故対応計画の策定 

市内の核燃料物質使用事業者は、県及び市の防災計画との整合性を図りつつ、

核燃料物質に関する事故対応計画を策定するよう努めるものとします。 

② 放射線監視体制の強化 

核燃料物質使用事業者は、必要に応じ、放射線測定用機器類の整備・充実を図

り、平常時における放射線量等の把握に努めるものとします。 

③ 放射線防護に関する従業員教育及び情報公開 

核燃料物質使用事業者は、従業員に対して、放射線防護に関する教育・訓練を

積極的に行うものとします。また、周辺住民に対し、放射線防護に関する知識の

普及を図るとともに、放射線測定の結果などを定期的に施設周辺の住民等に報告

するなど、当該施設での放射性物質に関する情報の公開に努めるものとします。 

④ 防護資機材等の整備 

核燃料物質使用事業者は、核燃料物質事故による被ばくの可能性がある環境下

で活動する者が必要とする放射線防護のための資機材の整備に努めるものとしま

す。また、核燃料物質の汚染の拡大防止と除染のための資機材及び体制の整備に

努めるものとします。 
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⑤ 緊急時体制の整備 

市内の核燃料物質使用事業者は、何らかの要因により、放射線等の漏洩のおそ

れが生じた場合、円滑かつ迅速な対応がとれるように、あらかじめ消防機関、警

察、市、県、国に対する通報連絡体制を整備します。 

 

（２）放射性同位元素を使用する施設に係る事故予防対策 

市内の放射性同位元素を使用する施設の管理者は、何らかの要因により、放射性

同位元素等の漏洩等、放射線の発生による放射線障害のおそれが生じた場合、円滑

かつ迅速な対応がとれるよう、あらかじめ消防機関、警察、市、県、国に対する通

報連絡体制を整備します。 

 

（３）放射性物質の取扱施設を把握 

市は県や比企広域消防本部とともに、放射性物質に係る防災対策を迅速かつ的確

に行うため、放射性物質取扱施設の箇所、所在地及び取扱物質の種類等を把握する

ものとします。 

 

２ 迅速かつ円滑な災害対策への備え 

（１）情報の収集及び連絡 

市及び県は、国、関係市町村、警察、比企広域消防本部、放射線関係取扱事業者

の関係機関との間で情報の収集・連絡体制の整備を図ります。 

また、放射線関係事故の発生時に、緊急情報の連絡を迅速かつ円滑に行うため、

防災行政無線等の通信システムの整備・拡充及び相互接続によるネットワーク間の

連携の確保を図ります。なお、整備する情報連絡システムについては、「第２編 共

通対策 第１章 第６節 情報収集・分析・共有・伝達体制の整備」によります。 

 

（２）災害応急体制の整備 

① 職員の非常参集体制を整備するとともに、必要に応じ応急活動のためのマニ

ュアルを作成し、職員への周知を図ります。また、活動手順や資機材及び装備

の使用方法等の習熟、関係機関との連携等についても、職員への周知を図りま

す。 

② 放射線関係事故による災害が発生した場合、応急対策、救急医療等の活動に

際し、広域的な応援が必要となる場合があります。そのため、県及び県内市町

村の相互応援基本協定などによる広域応援体制の整備を図ります。 

 

（３）緊急被ばく医療体制の整備 

① 緊急被ばく医療可能施設の事前把握 

放射線被ばくによる障害の専門的治療に要する施設及び設備等を有する医療機

関を把握します。また、比企広域消防本部は、県、医療機関との連絡体制の整備

を行います。 
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② 被ばく検査体制の整備 

放射線関係事故による災害が発生した際に、必要に応じて周辺避難住民に対す

る外部被ばくの簡易測定を実施できるよう、東松山保健所における検査体制の整

備や医療機関における検査体制の把握を進めます。 

 

（４）防護資機材の整備 

比企広域消防本部は、放射線関係事故に備えて、救急、救助活動に必要な放射線

防護資機材を整備するよう努めます。 

 

（５）放射線量等の測定体制の整備 

放射線関係事故が発生した場合、市内各地点における放射線量等を測定する体制

を整備します。 

 

（６）指定避難所の指定及び避難収容活動への備え 

① 指定避難所の指定 

放射線関係事故に備えて、避難所を指定し、住民への周知徹底を図ります。な

お、県の要請を受けた大規模な避難住民の受入れは、「第２編 共通対策 第１

章 第９節 避難対策」を準用します。 

② 避難誘導 

放射線関係事故発生時に、高齢者や障害者、放射線の影響を受けやすい乳幼児、

児童、妊産婦等の要配慮者の適切な避難誘導を行います。そのため、地域住民、

自主防災組織等の協力を得ながら、平常時からこれらの者に係る避難誘導体制の

整備を図ります。 

 

（７）飲料水の供給体制の整備 

放射線関係事故により、飲料水が汚染された場合を想定し、「第２編 共通対策 

第１章 第１１節 物資供給・輸送対策」を準用して飲料水を供給します。特に乳

児に優先的に飲料水の補給を実施する場合は、国、県等と協力して実施します。 

 

（８）広報体制の整備 

放射線関係事故の発生時に、迅速かつ円滑に災害広報を実施できるよう、報道機

関と連携を図り、平常時から広報体制を整備するものとします。 

 

（９）住民相談窓口の整備 

住民等からの問合せ等に対応する体制を整備するものとします。 

 

（１０）防災教育及び防災訓練の実施 

応急対策活動を円滑に実施するため、防災関係職員に対し、放射線事故等に関係

する防災教育の機会の拡充を図ります。 
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総合防災訓練を実施するに当たり、放射線関係事故の特殊性を考慮して企画する

とともに、住民に対しては平常時から防災対策に関する広報を行い、住民への啓発

を行います。 

 

第３ 応急・復旧対策 

１ 目標 

県内においては、次のような放射線関係事故の発生が想定されます。 

① 核燃料物質等の輸送中の事故 

② 核燃料物質を使用している事業所の事故 

③ 医療機関及び試験研究機関等の放射性同位元素を使用する施設における火災

等 

 

このうち、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

法律第１６６号）に基づく許可を受けた核燃料物質使用事業所において想定される

事故は、核燃料物質の数量等から勘案し、輸送中における事故と比較して小さいも

のと考えられます。そのため、対策を定めるに当たっては、輸送中の事故によるも

のを中心とし、その他の場合にあってはこれを援用するものとします。 

放射性輸送物は、収納される放射性物質の放射能量に応じて、輸送容器が区分さ

れます。放射能量の少ない順にＬ型、Ａ型、Ｂ型等となります。県内を通過する核

燃料物質の輸送物は専ら低濃縮ウランや六フッ化ウランなどのＡ型輸送物です。し

かし、対策を定めるに当たり、Ｂ型輸送物をも視野に入れたものとします。 

また、本県から比較的近い場所に立地している原子力発電所において、放射能漏

れ事故が発生した場合に備え、放射線量等の測定体制の整備、避難住民等の外部被

ばくの簡易測定及び健康相談窓口を開設する体制をあらかじめ想定するものとしま

す。これら対策を講ずる場合、国、県などが行う対策と密接に連携するものとしま

す。 

 

２ 核燃料物質等の輸送事故災害に係る応急・復旧対策 

（１）通報及び状況連絡 

① 原子力事業所等の原子力防災管理者は、核燃料物質等輸送中に漏洩等の事故

が発生した場合、直ちに、市、比企広域消防本部、東松山警察署、県及び関係

省庁に通報するものとします。 

② 核燃料物質等輸送時の事故情報の収集及び連絡系統は、以下のとおりとしま

す。 
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【核燃料物質等輸送時の事故（特定事象）発生に係る連絡系統】 

 

 

③ 収集する事故情報は以下のとおりとします。 

ア 特定事象発生場所及び時刻 

イ 特定事象の種類 

ウ 検出された放射線量、放射性物質の状況及び放出状況 

エ 気象状況（風向、風速など） 

オ 周辺環境への影響 

カ 輸送容器の状態 

キ 被ばく者の状況及び汚染拡大の有無 

ク 応急措置 

ケ その他必要と認める事項 

④ 原子力事業所等の原子力防災管理者は、市、県及び国に対して、応急対策の

活動状況を連絡するものとします。 

⑤ 県に対して応急対策活動の状況及び応援の必要性等を連絡します。 

 

（２）通信手段の確保 

県及び市町村の防災関係機関は、事故発生後直ちに事故情報連絡のための体制を

確保するものとします。また電気通信事業所等は、県及び市町村の防災関係機関の

通信の確保を優先的に行うものとします。 

 

（３）活動体制の確立 

① 事業者の対応 

原子力 
事業者 

 

（輸送本部） 
原子力 

防災管理者 

事故現場等 
輸 送 
事業者 

運送責任者 

 

事業者等 

議長 
原子力規制庁 

関係省庁 
内閣官房 

（参事官（安・危）） 
（内閣情報調査室） 

内閣府 
（防災担当） 

（食品安全委員会） 
国土交通省 
文部科学省 
経済産業省 
消 防 庁 
気 象 庁 
防 衛 省 
厚生労働省 
農林水産省 
警 察 庁 

 

東松山 
警察署 

警察本部 

事業者等 

消防機関 

東松山市 

比企広域
消防本部 

県 
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事業者及びその委託を受けて核燃料物質等を輸送する者は、事故の拡大防止の

ため、必要な応急措置を迅速に講じるものとします。 

② 県、市の対応 

事故の状況に応じて速やかに、次のとおり必要な体制をとるものとし、防災関

係機関相互の連携を図ります。 

ア 職員の非常参集 

イ 情報収集連絡体制及び市災害対策本部の設置 

ウ 情報収集等 

県は、事故発生後速やかに、被害状況等の情報収集活動を行うとともに、応

急対策を検討します。 

エ 国への連絡及び協力要請 

県は、国との連絡調整を図りつつ、専門的知識を有する職員の派遣、必要な

人員及び資機材の提供など事故対策についての支援・協力を要請するものとし

ます。 

オ 自衛隊の災害派遣要請 

県知事は、事故の規模や収集した被害情報等から判断し、必要があると認め

る場合には、自衛隊の災害派遣要請を行うものとします。市長は、応急措置を

実施するために必要があると認めるときは、県知事に対し、自衛隊の派遣要請

を行います。なお、自衛隊の災害派遣要請については、「第２編 共通対策 

第１章 第５節 受援計画の推進」により、県を通じて行います。 

③ 消防機関の対応 

核燃料物質等輸送事故の通報を受けた比企広域消防本部は、直ちにその旨を消

防庁及び県に報告するとともに、事故災害の状況把握を行い、状況に応じて、火

災の消火、延焼の防止、警戒区域の設定、救助・救急等の必要な措置を講じるも

のとします。 

※警戒区域の設定に係る留意事項 

警戒区域（応急対策を行うために必要な区域）として、原子力事業所等が立入

制限を行った事故発生現場の半径１５ｍ以内の立入制限区域を含め、道路上で事

故発生現場の前後おおむね１００ｍを確保します。 

④ 警察の対応 

核燃料物質等の輸送事故の通報を受けた警察は、事故の状況把握を行うととも

に、指揮体制を確立します。状況に応じて警察官の安全確保を図りながら、事業

所等、その他関係機関と協力して人命救助及び交通規制等の必要な措置を講ずる

ものとします。 

 

（４）消火活動 

① 核燃料物質等輸送中において火災が発生した場合、事業者は、輸送作業従事

者等の安全を確保しつつ、迅速に消火活動を行うものとします。 

② 比企広域消防本部は、事業者からの情報や専門家等の意見を下に、消火活動
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方法を決定し、活動中の安全性を確保しつつ、事業者と協力して迅速に消火活

動を行います。 

③ 市内が被災せず、被災市町村から要請があった場合、相互応援協定などに基

づき、迅速かつ円滑に応援を実施します。 

 

（５）原子力緊急事態宣言発出時の対応 

① 市災害対策本部の設置など 

国が原子力緊急事態宣言を発出し、原子力災害対策本部及び現地対策本部を設

置した場合、市は、市災害対策本部を設置します。また、原子力災害合同対策協

議会の構成員として、協議会に出席するとともに、所要の措置を講じます。 

② 市災害対策本部の閉鎖 

内閣総理大臣の原子力緊急事態解除宣言がなされたとき、又は原子力災害の危

険性が解消されたと認められるときは、市災害対策本部を閉鎖します。 

 

（６）緊急輸送のための交通の確保及び緊急輸送活動 

車両やヘリコプター等による輸送手段を状況に応じて確保します。必要に応じ、

県及び防災関係機関へ要請します。被害の状況、緊急度、重要度を考慮し、適確か

つ効果的な緊急輸送活動を行います。 

傷病者の搬送は、放射線物質に関する知識を有する者が傷病者の放射性物質の被

ばく状況を確認し、二次汚染を防止する処置を施し、安全が確保された後に、搬送

します。 

 

（７）退避・避難収容活動など 

① 退避及び避難等の基本方針 

原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）に基づき、原子力緊

急事態宣言を内閣総理大臣が発出した場合等、国から屋内退避又は避難に関する

指示があったとき、又は核燃料物質等からの放射線の放出に伴う放射線被ばくか

ら地域住民を防護する必要があると判断するときは、「屋内退避」又は「避難指

示」の措置を講じます。 

これら「屋内退避」・「避難」等の措置についての基準は、次のとおりです。 

この場合、放射線の影響を受けやすい「乳幼児、児童、妊産婦」及びその付添

人を優先し、高齢者や障害者等の要配慮者にも十分に配慮します。ただし、本県

には、原子力災害対策特別措置法で規定する原子力事業所等は存在しません。 

  



 

〈第６編 事故災害対策〉第３節 放射性物質及び原子力発電所事故災害対策計画 

 

 

6－21 

 

【屋内退避及び避難の基準】 

屋外にいる場合に予想される被ばく線量 

（予測線量当量）           (mSv/時間） 
防護対策の内容 

（屋内退避）（避難） 
外部全身線量 甲状腺等の臓器毎の組織線量 

10～50 100～500 

住民は、自宅等の屋内へ退

避。その際、窓を閉め気密性に

配慮すること。 

50 以上 500 以上 住民は避難します。 

           （mSv:ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ） 

 

② 警戒区域の設定 

市は、原子力防災管理者からの事故情報、緊急時モニタリングの結果、専門家

の助言等に基づき、予測線量当量が【屋内退避及び避難の基準】に掲げる線量に

達するか、又は達するおそれがあると予測される地域については、屋内退避・避

難を行う区域（警戒区域）を指定します。 

警戒区域は、基本的に事故現場を中心とした半径１５ｍの円形（現場が帯状で

ある場合は楕円形とします。）とします。これに加えて、道路上に警戒区域の前

後８５ｍを応急活動に必要な区域として確保します。 

※ 「原子力施設等の防災対策について」（原子力安全委員会）の中では、核

燃料物質の輸送について、「仮に原子力緊急事態に至る遮蔽劣化又は放射性物質

の漏洩があった場合には、一般公衆が半径１５ｍの距離に１０時間滞在した場合

においても、被ばく線量は５ｍＳｖ程度です。これにより、事故の際に対応すべ

き範囲として、一般公衆の被ばくの観点から、半径１５ｍ程度を確保することに

より、防災対策は十分可能である」としています。 

③ 関係機関への協力要請 

市長は、警戒区域を設定したときは、警察、その他関係機関に対して協力を要

請します。 

④ 退避・避難等の実施 

市長は、警戒区域を設定した場合は、関係市町村に通知するとともに、屋内退

避対象地域の住民に対して、自宅等の屋内に退避するなどの指示をします。また、

必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設についても、災害に対する

安全性を確認し、かつ管理者の同意を得た上で、退避所又は避難所として開設し

ます。この避難誘導に当たっては、乳幼児、児童、妊産婦、高齢者、障害者等と

その付添人の避難を優先し、必要に応じて車両等による搬送等の措置を講じます。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において，原子力災害

が発生した場合、市民等の被ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリス

クの双方から、市民の生命・健康を守ることを最優先とします。 

具体的には、避難又は一時移転を行う場合、その過程又は避難先等における感

染拡大を防ぐため、避難所・避難車両等における感染者とそれ以外の者との分離、

人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実

施します。 



 

〈第６編 事故災害対策編〉第３節 放射性物質及び原子力発電所事故災害対策計画 

 

 

6－22 

 

⑤ 避難所の運営管理 

市は、避難所の開設に当たっては、情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等に

ついて、避難者、住民、自主防災組織等の協力を得て、円滑な運営管理を図るも

のとします。また、避難所ごとに、避難者の早期把握を行うとともに、避難所の

良好な生活環境の維持に努めます。 

⑥ 要配慮者（高齢者・障害者等）への配慮 

乳幼児や児童、妊産婦、高齢者、障害者等に関する避難誘導や避難所生活に十

分配慮します。特に高齢者、障害者の指定避難所での健康状態を把握するととも

に、健康管理対策に努めます。 

 

（８）市民への的確な情報伝達活動 

① 周辺住民への情報伝達活動 

次のとおり、正確かつきめ細かな情報を適切かつ迅速に提供します。 

情報提供に当たっては、防災行政無線、掲示板、広報紙、広報車、ホームペ

ージ、ＳＮＳ、登録制メール、データ放送等のほか、放送事業所等、通信社、

新聞社等の報道機関の協力を得て行います。また、高齢者、障害者等の要配慮

者に対して十分に配慮します。 

ア 核燃料物質等の事故及び災害の状況 

イ 安否情報 

ウ 交通施設等の復旧状況 

エ 医療機関等の情報 

オ 市が講じている対策に関する情報 

カ 放射線量等の測定結果 

キ 交通規制の状況 等 

② 市民への的確な情報の提供 

市民に対して、安否情報、道路施設等の復旧状況等の情報を積極的に提供しま

す。 

③ 住民等からの問合せへの対応 

必要に応じ、速やかに住民等からの問合せに対応する窓口を設置します。必要

な人員を配置し、広聴体制を整備し、効果的、効率的な情報の収集、整理及び提

供を行います。 

 

（９）核燃料物質等の除去 

事業者は、市及び防災関係機関との連携を図りつつ、事故収束後も汚染拡大防止

に取り組みます。また、事故現場及び周辺環境における放射性物質の除去及び除染

を行うものとします。 

 

（１０）各種規制措置と解除 

① 警戒区域を設定した場合、次の情報などに基づき、必要に応じ、当該区域等
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における飲料水及び飲食物の摂取制限を行います。 

ア 原子力防災管理者からの事故の情報 

イ 放射線モニタリングの結果 

ウ 国の指導、助言又は指示 

② 環境モニタリング等による地域の調査等が行われ、問題がないと判断された

後は、又は原子力緊急事態解除宣言があったときは、国及び専門家の助言を踏

まえて、次の各種制限措置の解除を行います。 

ア 交通規制 

イ 避難・退避の指示 

ウ 警戒区域 

エ 飲料水・飲食物の摂取制限 等 

 

（１１）被害状況の調査 

① 被災住民の登録 

県からの指示により、医療措置及び損害賠償請求等の対応のため、原則として

避難所に収容した住民の登録を行います。 

② 被害調査 

県からの指示により、次に掲げる事項に起因して被災地の住民が受けた被害を

調査します。 

ア 退避・避難等の措置 

イ 立入禁止措置 

ウ 飲料水、飲食物の制限措置 

エ その他必要と認める事項 

③ 汚染状況図の作成 

県は、緊急時モニタリングの結果に基づき、被災地域の汚染状況図を作成しま

す。また、医療措置及び損害賠償請求等に必要な資料と記録を整備・保管するも

のとします。 

 

（１２）住民の健康調査 

市及び県は、退避・避難した住民に対して、必要に応じ健康調査を実施し、住民

の健康維持と人心の安定を図ります。また、緊急被ばく医療が必要と認められる者

に対しては、医療機関と連携して収容を行います。なお、この場合において、搬送

等を行う場合は二次汚染に十分配慮します。 
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３ 放射性物質取扱施設事故対策に係る応急・復旧対策 

核燃料物質及び放射性同位元素の取扱施設における事故時の対応は次のとおりと

します。 

 

（１）事故発生直後の情報の収集・連絡 

① 事故情報の収集・連絡 

ア 放射性物質の取扱施設での事故情報等の連絡 

放射性物質の取扱事業者は、施設において、何らかの要因による放射性物質

の漏洩等の事故が発生した場合は、速やかに以下の事項について、県、市、警

察、比企広域消防本部及び国の関係機関に通報するものとします。 

また、市は、放射性物質の取扱事業者から受けた情報を直ちに県や関係機関

等へ連絡します。 

 

・事故発生の時刻 

・事故発生の場所及び施設 

・事故の状況 

・気象状況（風向・風速） 

・放射性物質の放出に関する情報 

・予想される災害の範囲及び程度等 

・その他必要と認める事項 

 

イ 放射性物質の取扱事業所の事故情報の収集・連絡系統 

放射性物質の取扱事業所の事故情報の収集・連絡系統は次のとおりとします。 

 

【放射性同位元素取扱事業所での事故発生の場合に係る連絡系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 放射性物質による事故災害の影響の早期把握のための活動 

市は、県、国と連携し、必要に応じて、放射性物質による環境への影響につ

いて把握するものとします。 

発 

災 

取 

扱 

事 

業 

所 

等 

最寄りの

消防機関 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係省庁 

警察 

本部 
警 察 庁 

消 防 庁 

原 子 力 規 制 庁 

 

市・比企

広域消防

本部 

最 寄 り の

警 察 署 
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エ 応急対策活動情報の連絡 

放射性物質取扱事業者は、県、市及び国に対し、応急対策の活動状況等を連

絡するものとします。市は、県に応急対策の活動状況等を連絡し、応援の必要

性等を連絡します。 

② 通信手段の確保 

県、市町村等の防災関係機関は、事故発生後直ちに災害情報の連絡のための体

制を確保するものとします。また、電気通信事業所等は、県及び市等の防災関係

機関の通信の確保を優先的に行うものとします。 

③ 活動体制の確立  

「２ 核燃料物質等の輸送事故災害に係る応急・復旧対策」に準じ、活動体制

を確立します。 

 

４ 原子力発電所事故災害に係る応急・復旧対策 

（１）緊急事態における判断及び防護措置実施に係る基準 

県防災計画を参照します。 

 

（２）原子力発電所の事故災害に係る応急・復旧対策への準用 

原子力緊急事態宣言の発出時の対応、緊急輸送、退避・避難、被害状況の調査、

住民の健康調査などは、本節「２ 核燃料物質等の輸送事故災害に係る応急・復旧

対策」を準用します。ただし、警戒区域の設定の範囲については、緊急時モニタリ

ング及び県・市による放射線量の測定の結果等を踏まえて検討を行うものとします。 

 

（３）放射線量等の測定体制の整備 

① 外部被ばくの程度を確認するための簡易測定 

市は、県と連携し、市民及び他自治体からの避難住民に対し、その要望により、

必要に応じて外部被ばくの程度を確認するための簡易測定を実施します。簡易測

定は、避難所、東松山保健所、医療機関等において実施し、東松山保健所に健康

相談の窓口を開設するものとします。 

② 空間放射線量の測定体制の整備 

市は、モニタリングポストにおける空間放射線量の測定だけでは十分な情報を

収集できないとき、市民の日常生活に密着する場所で空間放射線量の測定を実施

し、市内における放射線量の分布を把握するものとします。 

③ 飲料水及び農畜水産物の放射性物質測定体制の整備 

市は、飲料水及び農畜水産物の安全性を確保します。風評被害を防ぐため、原

子力災害対策指針及び国等が定める環境放射線モニタリングに係る指針等に基づ

き、国と緊密な連携を取りながら、飲料水、農畜水産物及び飼料等の放射性物質

の測定を実施し、市民に迅速かつ的確な情報を提供します。また、必要に応じて

「２ 核燃料物質等の輸送事故災害に係る応急・復旧対策」を準用し、摂取制限

等を行うものとします。 
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④ 浄水発生土及び下水道汚泥等の放射性物質測定体制の整備 

県と市は、浄水発生土及び下水道汚泥等に含まれる放射性物質を測定すること

で、放射能濃度に応じた適切な管理を行うものとします。 

 

（４）他自治体からの避難住民の受入について 

他自治体において原発事故が発生した場合の市における避難住民の受け入れにつ

いては、「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難対策」を準用します。 
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第４節 農林水産災害対策計画 

 

第１ 農林水産災害対策 

１ 目標 

暴風雨、豪雨、降雹（ひょう）、降霜、干ばつ、低温、降雪等による農林水産関係

災害に関し、その災害予防、災害時の的確・円滑な災害対策の実施を図るため、県

は必要な活動体制及び措置を実施します。 

 

２ 実施計画 

（１）活動体制 

県は、災害対策を円滑に実施するため、災害の発生に伴い、関係機関との緊密な

連携の下に、必要な体制を整えるものとします。 

 

（２）注意報及び警報の伝達 

市及び東松山農林振興センターは、県から注意報及び警報等の伝達を受け、市は

東松山農林振興センターから必要な指導を受けます。 

 

【伝達を受ける注意報の種類】 

区  分 種   類 

注 意 報 強風、大雨、大雪、雷、霜、低温、洪水 

警   報 暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水 

その他の気象情報 大雨、洪水、台風、低温 

 

３ 災害の応急対策及び復旧 

県は、農作物・農業生産施設、農地及び農業用施設、森林・林産物関係施設、家

畜・家禽等について、助成・被害の拡大防止等の措置を行います。 
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第５節 道路災害対策計画 

 

第１ 道路災害予防 

１ 基本方針 

地震や水害その他の理由により、トンネルの崩壊、橋梁の落下、斜面及び擁壁の

崩落等、道路構造物の大規模な被害が生じた場合、及び危険物を積載する車両の事

故等により危険物等が流出した場合の対策について定めます。 

 

２ 実施計画 

（１）道路の安全確保 

① 道路交通の安全のための情報の充実 

気象、地象、水象に関する熊谷地方気象台からの情報を有効に活用するととも

に、道路施設等の異常を迅速に発見し、速やかな応急対策を図るため、道路パト

ロールの実施等による情報の収集・連絡体制を整備するものとします。 

警察は、道路交通安全のための情報収集、連絡体制の整備を図ります。 

道路管理者及び警察は、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、

道路利用者に災害発生の危険性についての情報等を迅速に提供するための体制を

整備します。 

② 道路施設等の整備 

ア 危険箇所の把握 

道路管理者は、災害の発生するおそれのある危険箇所をあらかじめ調査・把

握し、道路施設等の防災対策を行うものとします。また、災害の発生するおそ

れのある道路区間を、異常気象時通行規制区間及び特殊通行規制区間として事

前に設定し、交通関係者、地域住民及び道路利用者に広報するものとします。 

イ 予防対策の実施 

道路管理者は、以下の各予防対策に取り組むものとします。 

(ｱ) 道路施設等の点検を通じ、現状を把握します。 

(ｲ) 道路における災害を予防するため、必要な施設を整備します。 

(ｳ) 道路施設等の安全を確保するため、必要な体制等を整備します。 

(ｴ) バイパスの整備や多車線化などにより、安全性・信頼性の高い道路ネット

ワーク整備を計画的かつ総合的に実施します。また、道路管理者は、災害が

発生した際、道路施設等の被害情報の把握及び応急復旧活動を行うために必

要な体制をあらかじめ備えます。災害からの円滑な復旧を図るために、あら

かじめ重要な所管施設の構造図等の資料の整備に努めるものとします。 

ウ 資機材の整備 

道路管理者は、被災した道路施設等の早期復旧を図るため、あらかじめ応急

復旧用資機材を保有しておくものとします。 
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（２）情報の収集・連絡 

① 災害情報の収集・連絡体制の整備   

市及び道路管理者は、国、関係市町村、関係都県、警察、消防機関等の関係機

関との間に情報の収集・連絡体制を整備するものとし、夜間、休日の場合等にお

いても対応できる体制とします。また、県と連携し、災害情報の収集・連絡体制

の一層の強化を図るものとします。 

② 通信手段の確保  

市は、災害時における情報通信手段を確保するため、防災行政無線等の通信シ

ステムの整備・拡充及び相互接続によるネットワーク間の連携の確保を図るもの

とします。 

なお、市の整備する情報連絡システムについては、「第２編 共通対策 第１

章 第６節 情報収集・分析・共有・伝達体制の整備」に準ずるものとします。 

 

（３）災害応急体制の整備 

① 職員の体制の整備   

市及び道路管理者は、各機関における職員の非常参集体制を整備します。必要

に応じ応急活動のためのマニュアルを作成し、職員への周知を図るものとします。 

② 防災関係機関相互の連携体制   

市は、応急復旧活動の迅速かつ円滑な実施のため、各関係機関との間に相互応

援協定の締結を促進する等、関係機関との連携強化を事前から図っておくものと

します。 

また、県と協力し、近隣及び県内関係市町村による消防相互応援体制の整備に

努めます。 

 

（４）緊急輸送活動体制の整備 

道路災害時の緊急輸送活動を効果的に実施するために、市及び道路管理者は県と

ともに、災害時の道路管理体制の整備に努めるものとします。また、警察は、災害

時の交通規制を円滑に行うため、平素から支援関係機関との連帯強化を図るととも

に、発生時における交通規制の広報体制を確保するものとします。 

 

（５）被災者等への的確な情報伝達活動への備え 

市は、道路災害に関する情報の迅速かつ正確な伝達のため、報道機関との連携を

図り、平常時から広報体制や、住民等からの問合せに対応する体制を整備します。 

 

第２ 道路災害応急対策 

１ 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

（１）災害情報の収集・連絡 

① 事故情報等の連絡 

道路管理者は、道路構造物の被災等により大規模な事故が発生した場合には、
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速やかに県、市、関係都県及び国（国土交通省）と相互に連絡を取るものとしま

す。 

② 災害発生直後の被害情報の収集・連絡 

道路管理者は、被害状況を県、市、関係都県及び国（国土交通省）と相互に連

絡するものとします。 

市は、人的被害状況等の被害情報を収集します。また、被害規模に関する概括

的情報を含め、収集した被害情報を直ちに県に連絡します。 

警察は、現地情報を多角的に収集し、情勢を的確に判断して必要な措置をとる

とともに、関係機関に連絡します。 

③ 道路災害情報の収集・連絡系統 

道路災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとします。 

 

【道路災害情報の収集・連絡系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 応急対策活動情報の連絡 

道路管理者は、国（国土交通省）に応急対策活動の実施状況、対策本部設置状

況等を連絡するものとします。 

市は、県に応急対策活動の実施状況、対策本部設置状況等や、応援の必要性を

連絡します。また、県が実施する応急対策活動の実施状況等を把握します。 

 

（２）通信手段の確保 

市の防災関係機関は、災害発生後、直ちに、災害情報連絡のための通信手段を確

保するものとします。また、電気通信事業所等は、県及び市町村等の防災関係機関

の重要通信の確保を優先的に行うものとします。  

市・比企広域

消防本部 
県 消防庁 

事故情報 

被害情報 

道 

路 

災 

害 

現 

場 

東松山

警察署 

警察 

本部 

被害情報 

警察庁 

道路管理者 

関東地方整備局 

東日本高速道路（株） 

国土交通省 

関係省庁 

  

関係指定公共機関 

防衛省 

内閣府 

事故情報 

消防庁 

警察庁 
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２ 活動体制の確立 

市は、発災後速やかに職員の非常参集を行い、被害情報等の収集活動を行います。 

また、応急対策を検討し、必要な措置を講じます。大規模な災害が発生した場合

には、災害対策本部を設置し、速やかに県に対し設置状況等を報告します。県及び

関係機関等との連携のもと、応急対策活動を円滑に行う体制を整えます。 

なお、市長は、応急措置を実施するために必要があると認めるときは、県知事に

対し自衛隊の派遣要請を行います。 

 

３ 消火活動 

道路管理者は、市、県及び警察等の要請を受け、迅速かつ的確な初期消火活動に

資するよう協力するものとします。 

比企広域消防本部は、速やかに火災の状況を把握します。また、迅速に消火活動

を行うとともに、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の消防機関に消火

活動の応援要請を行うものとします。 

 

４ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

（１）緊急輸送活動 

市は、県と連携し、車両やヘリコプター等による輸送手段を状況に応じて確保し、

被害の状況、緊急度、重要度を考慮し、的確かつ効果的な緊急輸送活動を行うもの

とします。 

 

（２）交通の確保 

道路管理者及び警察は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視

カメラ、車両感知器等を活用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握するも

のとします。交通規制に当たって、道路管理者及び警察は、相互に密接な連絡を取

るものとします。 

被害の状況、緊急度、重要度を考慮し、緊急輸送活動を的確かつ効果的に行うも

のとします。 

 

５ 危険物の流出に対する応急対策 

危険物の流出が認められた場合、道路管理者は、関係機関と協力し、直ちに除去

活動、避難誘導活動を行い、危険物による二次災害を防止するものとします。比企

広域消防本部は、直ちに防除活動を行います。また、避難誘導活動を行うものとし

ます。 

警察は、直ちに警戒線を設定し、避難誘導活動を行います。 

 

６ 道路施設・交通安全施設の応急復旧活動 

道路管理者は、障害物の除去、道路施設の仮設等の応急復旧活動を迅速かつ的確

に行い、早期に道路交通を確保するものとします。また、道路施設の応急復旧活動
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に際し、類似の災害の再発防止のために、被災箇所以外の道路施設について緊急点

検を行うものとします。 

 

７ 被災者等への的確な情報伝達活動 

（１）被災者等への情報伝達活動  

市、県及び防災関係機関は、相互に連携を図り、道路災害の状況、安否情報、医

療機関などの情報、それぞれの機関が講じている対策に関する情報、交通規制の状

況等の正確かつきめ細かな情報を適切かつ迅速に提供します。 

情報提供に当たっては、防災行政無線、掲示板、広報紙、広報車、ホームページ、

ＳＮＳ、登録制メール、データ放送等によるほか、放送事業所等、通信社、新聞社

等の報道機関の協力を得て行い、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者に十分に配

慮するものとします。 

 

（２）市民への的確な情報の伝達 

市民に対し、道路災害の状況、安否情報、道路施設等の復旧状況等の情報を積極

的に伝達します。 

 

（３）関係者等からの問合せに対する対応  

必要に応じ、発災後速やかに住民や関係者等からの問合せに対応する窓口を設置

します。また、必要な人員の配置等の整備を図り、効果的・効率的な情報の収集・

整理及び提供を行います。 

 

８ 道路災害からの復旧  

市及び道路管理者は、関係機関と協力し、あらかじめ物資、資材及び人材の広報

応援の確保に努め、被災した道路施設の復旧事業を迅速かつ円滑に行うものとしま

す。 

道路管理者は、復旧に当たり、可能な限り復旧予定時期を明示するものとします。 
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第６節 鉄道事故・施設災害対策計画 

 

第１ 基本方針 

市内において列車の衝突、脱線、転覆、その他の事故により、多数の死傷者を伴

う鉄道災害の発生を予防するとともに、事故発生時における応急救助対策及び復旧

等の諸対策について定めます。 

 

第２ 鉄道事故対策計画 

１ 活動体制 

事業者は、事故発生後直ちにその所掌事務に係る事故災害応急対策を実施すると

ともに、関係機関への通報、人命救助、消火、被害拡大の防止措置、立入制限等事

故の状況に応じた応急措置を講じます。警察官又は消防吏員の到着後は、必要な情

報を提供し、その指示に従い適切な処置を実施します。 

市は、他の市町村、県及び指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民

等の協力を得て、事故災害応急対策を実施します。 

 

２ 応急措置  

鉄道事故発生時の応急措置は、「第２編 共通対策 第１章 施策ごとの具体的計

画」の各項に定める応急対策に準ずるものとします。特に、次に掲げる項目につい

て万全を期します。 

 

（１）情報収集 

市内に鉄道事故が発生したときは、速やかにその被害状況を取りまとめて県に報

告します。事故災害応急対策について、市が既に措置した事項、及び今後の措置に

関する事項を同時に報告します。 

 

（２）乗客等の避難 

事業者は、鉄道事故が発生した場合、列車内又は駅構内等の乗客を速やかに安全

な場所に避難誘導します。 

警察及び比企広域消防本部は、鉄道事業者等と協力し、列車内又は駅構内等の乗

客等を速やかに安全な場所へ避難誘導します。また、現場一帯の立入禁止等の措置

を講じます。 

なお、避難誘導の際は、高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者を優先して行いま

す。 

 

（３）災害現場周辺の住民の避難 

鉄道事故が発生し、災害現場周辺の住民の生命財産に危害が及ぶ場合、市長、警

察官等は、「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難対策」に準じ、避難指示を行



 

〈第６編 事故災害対策編〉第６節 鉄道事故・施設災害対策計画 

 

 

6－34 

 

います。 

 

（４）消火活動 

鉄道災害は、集団的死傷者の発生が予想され、市街地での脱線、転覆等の場合に

は火災面積が広域に及ぶ危険性もあります。そのため、比企広域消防本部は、人命

救助及び救出活動を他のあらゆる消防活動に優先して実施します。 
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第７節 航空機事故対策計画 

 

第１ 目標 

航空機の墜落、衝突、その他の事故により、多数の死傷者を伴う航空機事故が市

内に発生した場合、法令及び市防災計画等に定める市災害対策本部等の組織に必要

な職員を動員配備して、迅速かつ強力に事故災害応急対策を推進し、その活動体制

に万全を期するため定めるものです。 

 

第２ 活動体制 

事故機を所有する事業者は、航空機の墜落、衝突又は火災等の航空機事故が発生

した場合、東京空港事務所に速やかに通報するものとします。（航空法（昭和２７年

法律第２３１号）第７６条） 

警察官又は消防吏員の到着後は、必要な情報を提供し、その指示に従い適切な処

置を実施するものとします。 

市は、他の市町村、県及び指定地方行政機関並びに区域内の公共的団体及び住民

等の協力を得て、事故災害応急対策を実施します。 

 

第３ 応急措置 

１ 情報収集 

市は、市内に航空機事故が発生したときは、速やかにその被害状況を取りまとめ

て県に報告します。また、事故災害応急対策について、市が既に措置した事項、及

び今後の措置に関する事項を同時に報告します。なお、県の現地調査班が現地調査

を実施します。 

 

２ 避難誘導 

（１）乗客等の避難 

航空機事故が発生した場合、事故機を所有する事業者は、航空機内の乗客を速や

かに安全な場所に避難誘導します。 

警察及び比企広域消防本部は、事業者と協力し、航空機内の乗客を速やかに安全

な場所に避難誘導するとともに、現場一帯に立入禁止等の措置を講じます。なお、

避難誘導の際は、高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者を優先して行います。 

 

（２）災害現場周辺の住民の避難 

航空機事故が発生し、災害現場周辺の住民の生命財産に危害が及ぶ場合、市長、

警察官等は「第２編 共通対策 第１章 第９節 避難対策」に準じ、避難指示を

行います。 
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３ 救出、救助 

比企広域消防本部は、救出・救助活動に当たります。また、市は、協力者の動員

を行います。 

警察は、事故災害救護の責任を有する機関等と協力し、被害者の救出・救助活動

を行います。また、生命の危険にひんしている者の発見及び救出のため、危険箇所

の監視・警ら等を実施します。 

 

４ 消火活動 

航空機事故災害については、市街地に墜落した場合に火災面積が広域に及ぶ危険

性があり、集団的死傷者の発生が予想されます。比企広域消防本部は、人命の安全

確保を最優先として消火活動を実施します。 
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第８節 電気通信設備災害対策計画 

 

第１ 目的 

市内の電気通信設備の災害対策としての準備警戒、情報連絡、非常活動及び電気

通信設備が被災した場合の復旧を迅速、的確に行うため、県と連携し、必要な措置

を講ずるものとします。 
 

第２ 災害予防計画 

災害の発生が予想される場合は、東日本電信電話株式会社埼玉事業部及び株式会

社ＮＴＴドコモ埼玉支店に情報連絡室を設置し、準備警戒体制をとり、次の措置を

講じます。 

① 災害時における電気通信サービス確保のための各種の措置 

② 情報連絡員の確保 

③ 復旧要員の服務計画 

④ 可搬無線機等の出動準備 

⑤ 予備エンジン試運転、結果の把握、蓄電池の点検 

⑥ 移動電源車等の出動準備体制の把握 

⑦ 建物の防災設備の一覧 

⑧ 非常持出しの準備 

⑨ 復旧活動の準備 

ア 工事用車両の確保 

イ 工事用工具、計測器類の点検整備 

ウ 復旧資材の緊急確保 

エ 設営用具、照明用具、非常標識等（腕章、旗）の整備 

オ 非常食料の確保及び炊出しの準備 

カ 救護活動の準備 

 

第３ 災害時の応急対策 

災害により、電気通信設備に被害を受けた場合、電気通信サービス確保のため、

次のとおり、応急対策を講じます。 

① 被害状況の把握 

② 応急復旧班の編成 

③ 社員の動員計画 

④ 社外関係機関との情報連絡 

⑤ 資材の輸送計画 

⑥ 電源設備の確保 

⑦ 建物の防災 

⑧ 広報活動  
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第４ 社外機関との調整 

１ 社外機関との調整 

東日本電信電話株式会社埼玉事業部は、災害時にあらかじめ定められた対策要員

を派遣し、次の事項に関し調整をとります。 

ア 災害に関する情報の提供及び収集 

イ サービス提供状況及び復旧状況  
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第９節 電力施設応急対策計画 

 

第１ 目的 

東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総支社（以下、東電ＰＧという。）は、東京

電力ホールディングス株式会社（以下、東電ＨＤという。）、東京電力エナジーパー

トナー株式会社（以下、東電ＥＰという。）、及び東京電力リニューアブルパワー株

式会社（以下、東電ＲＰという。）と連携し、埼玉県内の台風、雪害、水害、地震、

塩害その他の非常災害に際し、人身事故を防止し、電力施設の被害を最小限に留め

るとともに、被害の早期復旧を図ることとします。 

 

第２ 防災体制 

１ 非常体制の区分 

災害時に対処するための非常体制は次の区分となります。 

 

情 勢 非常体制の区分 

・災害の発生が予想される場合 

・災害が発生した場合 

・電力制御システムへのサイバー攻撃によりシステムに異常が発生した場合 

・サイバー攻撃による停電が発生したと想定された場合 

第 1非常体制 

・大規模な災害が発生した場合 

・大規模な災害の発生が予想される場合 

・電気事故又はサイバー攻撃による突発的な広範囲停電が発生した場合 

・東海地震注意情報が発せられた場合 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

第 2非常体制 

・大規模な災害が発生し、復旧に長期化が予想される場合 

・電力供給区域あるいは事業所のある都，県内で震度６弱以上の地震が発生 

した場合 

・警戒宣言が発せられた場合 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

第 3非常体制 

 

  

【東京電力パワーグリッド㈱、東京発電㈱】 
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２ 災害対策組織 

（１）東京電力非常災害対策本部体制は次のとおりとします。 

 

【東京電力非常災害体制】 

東電ＨＤは、非常災害の情勢に応じて東電ＰＧ、東電ＥＰ及び東電ＲＰと連携を

とり、非常災害対策本部を設置します。 

東電ＨＤ、東電ＰＧ、東電ＥＰ、東電ＲＰ本部は、連携して非常災害対応を実施

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力（ＨＤ、ＰＧ、ＥＰ、ＲＰ）本社、原子力発電所、総支社、電力所、各

地域本部及び第一線機関は、非常体制に対応する災害対策組織（以下「対策組織」

という。）をあらかじめ編成します（対策組織は、情報班、広報班、復旧班、給電班、

資材班、厚生班、総務班により構成されることを基本とします。）。 

対策組織を次のとおり非常災害対策本部と非常災害対策支部（以下「本（支）部」）

という。）に区分します。 

  

東京電力 
非常災害対策本部 

【ＨＤ】 
・全社の指揮・調整 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ＰＧ】 
・流通設備対応 

東電ＦＰ本部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ＥＰ】 
・託送ガス事故対応 
・お客さま対応 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ＲＰ】 
・発電設備対応 

総支社本部 

総支社支部 

支社支部 

事業所 

都県ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ 
E&G 地域本部・拠点 

東電ＨＤ本部 原子力発電所本部 

東電ＰＧ本部 東電ＥＰ本部 東電ＲＰ本部 
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事 業 所 対策組織 機能 

本社 

（東電ＨＤ，東電ＰＧ， 

東電ＥＰ，東電ＲＰ） 

※第一線機関に掲げたものを除

く。 

東京電力 

非常災害 

対策本部 

・東京電力全社における非常災

害対策活動の総括・指揮 

・本社における非常災害対策活

動の実施 

原子力発電所（東電ＨＤ） 

総支社（東電ＰＧ） 

電力所（東電ＰＧ） 

各地域本部（東電ＥＰ） 

非常災害対策 

事業所本部 

・自事業所における非常災害対

策活動の実施 

・各都県域等に所属する事業所

において実施される非常災害

対策活動の総括・指揮 

第 

  

一 

  

線 

  

機 

  

関 

（東電ＨＤ） 

・経営技術戦略研究所 

・建設所 

・ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ 

 

（東電ＰＧ） 

・支社 

・総合研修センター 

・配電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

・送変電建設センター 

・その他第一線機関 

 

（東電ＲＰ） 

・事業所 

非常災害 

対策支部 

・自事業所における非常災害対

策活動の実施 

（注）建設所には、建設準備事務所を含む。 

 

事業所が被災した場合の非常災害対策活動の拠点をあらかじめ定めます。 

非常災害対策事業所本部とは、原子力発電所、総支社、電力所及び各地域本部な

どの都県域等のエリアを総括・指揮する本部です。 

 

第３ 対策組織の運営 

１ 非常体制の発令及び解除 

東電ＨＤ、東電ＰＧ、東電ＥＰの本社防災担当部（室）長（第１非常体制の場合

は防災担当グループマネージャー）は、非常災害が発生したときは、原則として関

係部・組織と協議し、体制区分に応じた非常体制の発令を発令者へ上申します。発

令者は、それに基づき非常体制を発令するとともに、他の会社へ発令を通知します。 

原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関の長は、非常災害体

制を発令した場合は、速やかに対策組織を設置します。 
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体制区分 

発令者 

東電ＨＤ 
東電ＰＧ 

東電ＥＰ 
東電ＲＰ 

原子力発電所 

総支社，電力所， 

各地域本部及び 

第一線機関 

第１非常体制 総務・法務室長 防災担当部（室）長 社長 それぞれの長 

第２非常体制 

防災担当役員 

（東海地震注意情報及び南海トラフ地震臨時 

情報（巨大地震注意）が発せられた場合は 

総務・法務室長（防災担当部（室）長）） 

社長 それぞれの長 

第３非常体制 

社  長 

（警戒宣言及び南海トラフ地震臨時情報（巨 

大地震警報）が発せられた場合は 

総務・法務室長（防災担当部（室）長）） 

社長 それぞれの長 

 

非常体制が発令された場合は、速やかに本（支）部を設置します。 

東海地震注意情報、警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報が発せられた場合、本社

は総務・法務室長が、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関

はそれぞれの長が、あらかじめ定めた体制区分を発令します。 

特に、供給区域内で震度６弱以上の地震が発生した場合は、本社、当該地が発生

した原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関は自動的に第３非

常体制に入り、速やかに本（支）部を設置します。 

 

２ 原子力災害との複合災害時の対応 

災害と同時に原子力災害対策特別措置法第１０条に基づく通報すべき事態（原子

力災害対策指針で定める警戒事態を含む。）となった場合には、原子力事業者防災業

務計画で定める緊急事態対策本部を東電ＨＤ本社及び原子力発電所等に設置すると

ともに、必要な各社非常災害対策本部を設置し、連携を密にしながら対応します。 

 

第４ 社外機関との協調 

１ 地方公共団体の災害対策本部との協調 

災害時にあらかじめ定められた対策要員を派遣し次の事項に関し協調をとります。 

（１）災害に関する情報の提供及び収集 

（２）災害応急対策及び災害復旧対策 

 

２ 防災関係機関との協調 

警察、消防、地方気象台、自衛隊等、防災関係機関とは平常時から協調し、防災

情報の提供、収集等相互連携体制を整備します。 

 

３ 他電力会社等との協調 

他電力会社、株式会社ＪＥＲＡ、電源開発株式会社、電力広域的運営推進機関

（以下、「広域機関」という。）、請負会社、電気工事店及び隣接企業等と協調し、電
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力、要員、資材、輸送力等の相互融通等、災害時における相互応援体制を整備しま

す。 

 

第５ 災害予防に関する事項 

１ 防災訓練 

本社、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関は、災害対策

を円滑に推進するため年１回以上防災訓練を実施し、非常災害にこの計画が有効に

機能することを確認します。なお、訓練実施に当たっては、実践的な内容とし、抽

出された課題については、速やかに改善を行うとともに、次回訓練に反映させます。 

また、国及び地方公共団体等が実施する防災訓練には積極的に参加します。 

 

第６ 電力設備の災害予防措置に関する事項 

１ 水害対策 

（１）水力発電設備 

過去に発生した災害及び被害の実情、河床上昇等を加味した水位予想に、各事業

所の特異性を考慮し、防水壁の設置、排水ポンプの設置、機器のかさ上げ、ダム通

信確保のための設備の設置及び建物の密閉化（窓の密閉化、ケーブルダクトの閉鎖

など）等を実施します。特に、洪水に対する被害防止に重点をおき次の箇所につい

て点検、整備を実施します。 

 

・ダム、取水口の諸設備及び調整池、貯水池の上、下流護岸 

・導水路と渓流との交差地点及びその周辺地形との関係 

・護岸、水制工、山留壁  

・土捨場  

・水位計 

 

（２）送電設備 

① 架空電線路 

土砂崩れ、洗掘などが起こるおそれのある箇所のルート変更、よう壁、石積み

強化等を実施します。 

② 地中電線路 

ケーブルヘッドの位置の適正化等による防水対策を実施します。 

 

（３）変電設備 

浸・冠水のおそれのある箇所は、床面のかさ上げ、窓の改造、出入口の角落し、

防水扉の取付け、ケーブルダクト密閉化等を行うが、建物の構造上、上記防水対策

の困難な箇所では屋内機器のかさ上げを実施します。 

また、屋外機器は基本的にかさ上げを行いますが、かさ上げ困難なものは、防

水・耐水構造化又は防水壁等の組合せを実施します。 
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（４）配電設備 

浸・冠水のおそれのある供給用変圧器室は、変圧器のかさ上げ等による防水対策

を実施します。 

 

（５）通信設備 

浸・冠水のおそれのある箇所は、床面のかさ上げ、窓の改造、出入口の角落し、

防水扉の取付け、ケーブルダクト密閉化等を行いますが、建物の構造上、上記防水

対策の困難な箇所では屋内機器のかさ上げを実施します。 

 

２ 風害対策 

各設備とも、計画設計時に建築基準法及び電気設備に関する技術基準等による風

害対策を十分考慮するとともに、既設設備の弱体箇所は、補強等により対処します。 

 

３ 雪害対策 

雪害の著しい地域は、次のような諸対策を実施します。 

（１）水力・原子力発電設備及び変電設備 

雪崩防護柵の取付け、機器の防雪カバー取付け、ヒーターの取付け、水中ケーブ

ルの採用等を実施します。 

 

（２）送電設備 

鉄塔にはオフセット及び耐雪結構を採用し、降雪期前に樹木の伐採を行います。

着雪しやすい地域の電力線及び架空地線には難着雪対策（リング等）又は鉄塔の設

備強化を施します。 

また、気象通報等により雪害を予知した場合で、可能な場合は系統切替えにより

災害の防止又は拡大防止に努めます。 

 

（３）配電設備 

配電線の太線化、縁まわし線の支持がいし増加、難着雪電線の使用等を行います。 

 

４ 雷害対策 

（１）送電設備 

架空地線の設置、防絡装置の取付け、接地抵抗の低減等を行うとともに、電力線

の溶断防止のためクランプの圧縮化、アーマロッドの取付け等を行います。 

また、気象通報等により雷害を予知した場合で対応可能な場合は、系統切等によ

り災害に伴う停電の拡大防止に努めます。 

 

（２）変電設備 

避雷器を設置するとともに、必要に応じ耐雷しゃへいを行います。また、重要系

統の保護継電装置を強化します。 
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（３）配電設備、通信設備 

襲雷頻度の高い地域においては、アレスター等の避雷装置を取り付けます。 

 

５ 地盤沈下対策 

地盤沈下地帯及び将来沈下が予想される地域に構造物を設ける場合には、将来の

沈下量を推定し設計します。将来の沈下量は、既往の実績、土質試験の結果、地下

水位、構造物の重量などに基づいて算定します。 

 

６ 火災、爆発、油流出等の対策 

消防法、高圧ガス保安法等に基づき設備毎に所要の対策を講じます。 

 

７ 土砂崩れ対策 

送電線路における土砂崩れ対策は、地形、地質などを考慮して、状況により、よ

う壁、石積み、排水溝などの対策を実施します。また、災害期前後には、巡視点検

の強化、社外モニターの活用などにより被害の未然防止に努めます。なお、土砂採

取、土地造成などの人為的誘因による土砂崩れを防止するため、平素から関係会社

へのＰＲを徹底します。 

 

８ 地震対策 

（１）水力発電設備 

ダムについては、発電用水力設備に関する技術基準、河川管理施設等構造令及び

ダム設計基準に基づき、堤体に作用する地盤振動に耐えるよう設計します。 

水路工作物、基礎構造が建物基礎と一体である水車及び発電機については、地域

別に定められた地盤震度を基準として構造物の応答特性を考慮した修正震度法によ

り設計を行います。 

その他の電気工作物の耐震設計は、発電所設備の重要度、その地域で予想される

地震動などを勘案するほか、発電用水力設備に関する技術基準等に基づいて行いま

す。 

建物については、建築基準法による耐震設計を行います。 

 

（２）原子力発電設備 

原子力発電設備は、その地域で予想される地震動等を勘案するほか、発電用原子

炉設備に関する技術基準等に基づいて安全上の重要度に応じて耐震設計を行います。 

また、重要な建物及び構築物は、原則として直接岩盤上に設置します。 

 

（３）送電設備 

① 架空電線路 

電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るた
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め、同基準に基づき設計を行います。また、液状化については、設備の重要度等

を勘案し必要に応じて対策を行います。 

② 地中電線路 

終端接続箱、給油装置等については、電気技術指針である「変電所等における

電気設備の耐震設計指針」に基づき設計を行います。洞道は、「トンネル標準示

方書（土木学会）」等に基づき設計を行います。また、地盤条件に応じて、可と

う性のある継手や管路を採用するなど耐震性や液状化を配慮した設計とします。 

 

（４）変電設備 

機器の耐震・液状化については、変電所設備の重要度、その地域で予想される地

震動などを勘案するほか、電気技術指針である「変電所等における電気設備の耐震

設計指針」に基づいて設計を行います。 

 

（５）配電設備 

① 架空電線路 

電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るた

め、同基準に基づき設計を行います。また、地盤軟弱箇所（液状化地域等）にお

ける根かせの施設や不平均張力を極力回避するなど耐震性向上を考慮した設計を

行います。 

② 地中電線路 

地盤条件に応じて、可とう性のある継手や管路を採用するなど耐震性を配慮し

た設計とします。 

 

（６）通信設備 

通信設備は、電力保安通信規定に基づいて耐震設計を行います。 

 

第７ 防災業務施設及び設備の整備 

１ 観測、予報施設及び設備 

局地的気象の観測を行うことにより、ラジオ、テレビ等の気象情報を補完して万

全の災害対策を図るため、必要に応じ次の諸施設及び設備を強化、整備します。 

 

・雨量、流量、風向、風速、気圧及び水位の観測施設及び設備 

・潮位、波高等の観測施設及び設備 

 

２ 通信連絡施設及び設備 

災害時の情報収集、指示、報告等のため、必要に応じ次の諸施設及び設備の強化、

整備を図ります。 
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（１）無線伝送設備 

 

・マイクロ波無線等の固定無線施設及び設備 

・移動無線施設及び設備 

・衛星通信施設及び設備 

 

（２）有線伝送設備 

 
・通信ケーブル 
・移動無線施設及び設備 
・通信線搬送設備 
・光搬送設備 

 

（３）交換設備（防災関係機関との直通電話を含む。） 

（４）通信設備用電源設備 

（５）一斉放送装置 

 

３ 非常用電源の整備 

本社、原子力発電所、総支社、電力所及び第一線機関には、長時間停電に備え、

非常災害対策活動に必要な通信設備、照明等の非常用電源を確保します。 

なお、非常用電源の整備に当たっては、十分な燃料の確保に努めるとともに、通

常電源系統と非常用電源系統の区分により非常災害時における電源確保を行います。 

 

４ コンピュータシステムの整備 

コンピュータシステムについては、耐震性の確保を図るとともに重要データファ

イルの多重化や分散保管などのバックアップ体制の整備を図ります。 

 

５ 水防、消防に関する施設及び設備 

法に基づき次の水防及び消防に関する施設及び設備の整備を図ります。 

 

（１）水防関係 

 
・ダム管理用観測設備 
・ダム操作用の予備発電設備 
・防水壁、防水扉などの浸水対策施設 
・排水用のポンプ設備 
・各種舟艇及び車両等のエンジン設備  
・警報用設備 

 

（２）消防関係 

 
・燃料タンク消火設備、燃料タンク冷却用散水設備 
・化学消防車、高所放水車、泡原液搬送車 
・消火栓、消火用屋外給水設備、水幕装置  
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・各種消火器具及び消火剤 
・火災報知器、非常通報設備等の通信施設及び設備 

 

６ 石油等の流出による災害を防止する施設及び設備等 

被害の軽減を図るため、法に基づき次の施設及び設備の整備を図ります。 

 

・防油堤、流出油等防止堤、オイルフェンス展張船、ガス検知器、漏油検知器 

・油回収船 

・オイルフェンス、油処理剤、油吸着材等資機材 

 

７ その他災害復旧用施設及び設備 

重要施設等への供給や電気設備の災害復旧を円滑に行うため、必要に応じ移動用

発変電設備等を整備します。 

 

第８ 災害対策用資機材等の確保及び整備 

１ 災害対策用資機材等の確保 

本社、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関は、災害に備

え、平常時から復旧用資材、工具消耗品等の確保に努めます。 

 

２ 災害対策用資機材等の輸送 

本社、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関は、災害対策

用資機材等の輸送計画を樹立しておくとともに、車両、舟艇、ヘリコプター等の輸

送力確保に努めます。 

 

３ 災害対策用資機材等の整備点検 

災害対策用資機材等は、常にその数量を把握しておくとともに、入念な整備点検

を行い非常事態に備えます。 

 

４ 災害対策用資機材等の広域運営 

本社は、災害対策用資機材等の保有を効率的にするとともに、災害時の不足資機

材の調達を迅速、容易にするため、復旧用資材の規格の統一を電力会社間で進める

ほか、電力広域的運営推進機関の「防災業務計画」に基づき、他事業者と災害対策

用資機材の相互融通体制を整備します。 

 

５ 食糧、医療、医薬品等生活必需品の備蓄 

本社、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線機関は、非常事態

に備え食糧、医療、医薬品等の保有量を定め、その確保を図ります。 

 

６ 災害対策用資機材等の仮置場 

災害対策用資機材等の仮置場について、非常事態下の借用交渉の難航が予想され
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るため、あらかじめ公共用地等の候補地について、地方防災会議の協力を得て、非

常事態下の用地確保の円滑化を図ります。 

 

第９ 電気事故の防止 

東電ＨＤ、東電ＰＧ及び東電ＲＰは、電気設備による公衆感電事故や電気火災を

未然に防止するため以下の対応を実施します。 

 

１ 電気工作物の巡視、点検、調査等 

電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、さらに事故の

未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場

合には特別の巡視）及び自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行

い、感電事故の防止を図るほか漏電等により出火にいたる原因の早期発見とその改

修に努めます。 

 

２ 広報活動 

（１）電気事故防止ＰＲ 

災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や電気火災を未然に防

止するため、一般公衆に対し次の事項を中心に広報活動を行います。 

 

・無断昇柱、無断工事をしないこと。 

・電柱の倒壊、折損、電線の断線、垂下等設備の異常を発見した場合は、速やかに事業所に通

報すること。 

・断線、垂下している電線には絶対に触らないこと。 

・浸水、雨漏りなどにより冠水した屋内配線、電気器具等は危険なため使用しないこと。 

・漏電による事故を防ぐための漏電遮断器の取付けを推進すること。 

・大規模地震時の電気火災の発生抑止のため、感震ブレーカーを取付けすること、および電気

工事店等で点検してから使用することを推奨すること。 

・屋外に避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切ること。 

・電気機器を再使用する時は、ガス漏れや器具の安全を確認すること。 

・その他事故防止のため留意すべき事項 

 

（２）ＰＲの方法 

電気事故防止ＰＲについては、常日頃からテレビ、ラジオ、新聞、ウェブ、ＳＮ

Ｓ等を利用するほか、パンフレット、チラシ等を作成、配布し認識を深めます。 

 

（３）停電関連 

自治体や行政機関等を通じて、病院等重要施設及び人工透析等の医療機器等を使

用しているお客さまに、災害による長時間停電に起因する二次災害を未然に防止す

るため、自家発電設備の設置や訓練を要請します。 

事故発生時には、インターネットを通じ停電情報に加え可能な限り復旧見通しを

提供します。 
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第１０ 災害時における情報の収集、連絡 

１ 情報の収集、報告 

災害が発生した場合は、原子力発電所、総支社、電力所、各地域本部及び第一線

機関の本（支）部長は、次に掲げる各号の情報を迅速、的確に把握し、速やかに上

級本（支）部に報告します。 

 

（１）一般情報 

① 気象、地震情報 

② 一般被害情報 

 一般公衆の家屋被害情報及び人身災害発生情報並びに電力施設等を除く水道、

ガス、交通、通信、放送施設、道路、橋梁等公共の用に供する施設をはじめと

する当該受持区域内全般の被害情報 

③ 対外応対状況（地方公共団体の災害対策本部、官公署、報道機関、需要家等

への応対状況） 

④ その他災害に関する情報（交通状況等） 

 

（２）当社被害情報 

① 電力施設等の被害状況及び復旧状況 

② 停電による主な影響状況 

③ 復旧資材、応援隊、食糧等に関する事項 

④ 従業員の被災状況 

⑤ その他災害に関する情報 

 

２ 情報の集約 

上級本（支）部は、下級本（支）部からの被害情報等の報告及び独自に国、地方

公共団体等防災関係機関から収集した情報を集約し、総合的被害状況の把握に努め

ます。 

 

３ 通話制限 

災害時の保安通信を確保するため、本（支）部長は、必要と認めたときは、通話

制限その他必要な措置を講じます。 

非常体制の発令前であっても、保安通信を確保する上で必要と認めたときは、本

社にあっては防災担当部（室）長、原子力発電所、総支社、電力所及び第一線機関

にあっては、その長の判断により通話制限その他必要な措置を講じます。 

 

第１１ 非常時における広報 

１ 広報活動 

災害時において、停電による社会不安の除去のため、電力施設被害状況及び復旧

状況についての広報を行います。また、公衆感電事故、電気火災を防止するため
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「第９ ２ 広報活動」に定める広報活動を行います。 

 

２ 広報の方法 

広報については、テレビ、ラジオ、新聞、ウェブ、ＳＮＳ及びインターネット等

を通じて行うほか、広報車等により直接当該地域へ周知します。 

 

第１２ 要員の確保 

１ 対策要員の確保 

夜間、休日に災害発生のおそれがある場合、あらかじめ定められた各対策要員は、

気象、地震情報その他の情報に留意し、非常体制の発令に備えます。 

非常体制が発令された場合は、対策要員は速やかに所属する本（支）部に出動し

ます。なお、供給区域内において震度６弱以上の地震が発生し自動的に非常体制に

入る場合は、社員は、呼集を待つことなく、あらかじめ定められた基準に基づき所

属事業所に出動します。ただし、事業所又は通勤経路が津波による避難対象地域と

なる場合、津波のおそれがなくなった後に出社するものとします。 

交通途絶等により所属する本（支）部に出動できない社員は、最寄りの事業所に

出動し、所属する本（支）部に連絡の上、当該事業所において災害対策活動に従事

します。 

 

２ 復旧要員の広域運営 

他電力会社、株式会社ＪＥＲＡ、電源開発株式会社及び広域機関と復旧要員の相

互応援体制を整えておくとともに、復旧要員の応援を必要とする事態が予想され、

又は発生したときは応援の要請を行います。 

 

第１３ 災害時における復旧資材の確保 

１ 調達 

本（支）部長は、予備品、貯蔵品等の在庫量を確認し、調達を必要とする資材は、

次のいずれかの方法により可及的速やかに確保します。 

 
・現地調達 
・本（支）部相互の流用 
・他電力会社等からの融通 

 

２ 輸送 

災害対策用の資機材の輸送は、原則としてあらかじめ契約をしている取引先の車

両、舟艇、ヘリコプター、その他調達可能な運搬手段により行います。 

 

３ 復旧資材置場等の確保 

災害時において、復旧資材置場及び仮設用用地が緊急に必要となり、この確保が

困難と思われる場合は、当該地方公共団体の災害対策本部に依頼して、迅速な確保
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を図ります。 

 

第１４ 災害時における電力の融通 

災害が発生し、電力需給に著しい不均衡が生じ、それを緩和することが必要であ

ると認めた場合、東電ＰＧ本社本部は、各電力会社と締結した「全国融通電力受給

契約」及び隣接する各電力会社と締結した「二社融通電力受給契約」及び広域機関

の指示に基づき電力の緊急融通を行います。 

 

第１５ 災害時における危険予防措置 

電力需要の実態に鑑み、災害時においても原則として供給を継続するが、警察、

消防機関等から要請があった場合等には、本（支）部長は送電停止等適切な危険予

防措置を講じます。 

 

第１６ 災害時における自衛隊の派遣要請 

被害が極めて大きく、受持区域内の復旧対応が困難な場合等、応援が必要と判断

される場合には、非常災害対策本部長は、被害地域の県知事に対して自衛隊の派遣

を要請します。 

 

第１７ 災害時における応急工事 

１ 応急工事の基本方針 

災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘

案して、二次災害の防止に配慮しつつ、迅速・適切に実施します。 

 

２ 応急工事基準 

（１）水力・原子力発電設備 

共通機器、流用可能備品、貯蔵品を活用した応急復旧措置を行います。 

 

（２）送電設備 

ヘリコプター、車両等の機動力及び予備品、貯蔵品等の活用により仮復旧を迅速 

に行います。 

 

（３）変電設備 

機器損壊事故に対し、系統の一部変更又は移動用変圧器等の活用による応急措置

で対処します。 

 

（４）配電設備 

配電線路応急工法による迅速、確実な復旧を行います。 

 

（５）通信設備 
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可搬型電源、衛星通信設備、移動無線機等の活用により通信を確保します。 

 

３ 災害時における安全衛生 

作業は、通常作業に比し悪条件のもとで行われるので、安全衛生については、十

分配慮して実施します。 

 

第１８ 災害復旧に関する事項 

１ 復旧計画 

本（支）部は、各設備の被害状況を把握し、次に掲げる各号の事項を明らかにし

た復旧計画をたてると同時に、上級本（支）部に速やかに報告します。 

 
・復旧応援要員の必要の有無  
・復旧要員の配置状況 
・復旧資材の調達  
・電力系統の復旧方法  
・復旧作業の日程 
・仮復旧の完了見込  
・宿泊施設、食糧等の手配  
・その他必要な対策 

 

上級本（支）部は、前項の報告に基づき下級本（支）部に対し、復旧対策につい

て必要な指示を行います。 

 

２ 復旧順位 

東電ＨＤ、東電ＰＧ及び東電ＲＰにおける電気設備の復旧計画策定及び実施に当

たっては、次表に定める各設備の復旧順位によることを原則とするが、災害状況、

各設備の被害状況、各設備の被害復旧の難易度を勘案して、供給上復旧効果の最も

大きいものから復旧を行います。 

 
設備名 非常体制の区分 

水力発電設備 

1．系統に影響の大きい発電所 
2．当該地域に対する電力供給上支障を生ずる発電所 
3．早期に処置を講じないと復旧が一層困難になるおそれの

ある発電所 
4．その他の発電所 

原子力発電設備 

1．所内電源を確保できる発電所 
2．系統に影響の大きい発電所 
3．地域供給変電所を有する発電所 
4．その他の発電所 

送 電 設 備 

1．全回線送電不能の主要線路 
2．全回線送電不能のその他の線路 
3．一部回線送電不能の主要線路 
4．一部回線送電不能のその他の線路 

変 電 設 備 

1．主要幹線の復旧に関係する送電用変電所 
2．重要施設に配電する中間・配電用変電所 
（この場合重要施設とは、配電設備に記載されている施設を 
いう。） 
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設備名 非常体制の区分 

配 電 設 備 
1．病院、交通、通信、報道機関、水道、ガス、官公庁等の

公共機関、避難場所、その他重要施設への供給回線 
2．その他の回線 

通 信 設 備 
1．給電指令回線（制御・監視および保護回線） 
2．災害復旧に使用 
3．その他保安回線 

 

第１９ 東京発電株式会社の対策計画 

発電所は県内に水力発電所が１０か所あり、発電した電気の全てを東京電力エナ

ジーパートナー(株)等小売電気事業者へ販売しています。この電気事業に係る応急

対策計画は次のとおりです。 

 

１ 非常災害対策支部の名称、所在地、電話番号 

 

東京発電株式会社埼玉事業所 

埼玉県秩父市中町 10-1 

0494-25-0133 

 

２ 復旧順位 

復旧順位は、原則として下記のものとしますが、災害状況、設備の被害状況、復

旧の難易などを勘案し、供給上、復旧効果の最も大きなものから迅速に行います。 

 

・県内の主要施設上、影響を及ぼすおそれのある発電所 

・早期に処置を講じないと復旧が一層困難で、供給停止が長期にわたるおそれがある発電所 

・その他の発電所 
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第１０節 ガス施設防災業務計画 

 

第１ 目的 

この計画は、災害対策基本法第３９条第１項、大規模地震対策特別措置法（昭和

５３年法律第７３号）第６条第１項、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法第５条第１項、及び首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法

律第８８号）に基づき、ガス施設に係る災害予防・災害応急対策及び災害復旧のた

めの諸施策の基本を定め、東京ガス株式会社（以下、東京ガス）、東京ガスネットワ

ーク株式会社（以下、東京ガスネットワーク）による円滑かつ適切な防災業務活動

の遂行を図ることを目的とします。そのため、大規模災害時等においては、東京ガ

スと東京ガスネットワークが連携して災害対応にあたります。 

 

第２ 基本構想 

ガス施設の災害および二次災害の発生を防止し、また発生した被害を早期に復旧

するため、災害発生原因の除去と防災環境の整備に常に努力を傾注するとともに、

次の諸施策を重点に防災対策の推進を図ります。 

ア 防災体制の確立 

イ 災害予防対策 

ウ 災害応急対策 

エ 災害復旧対策 

 

第３ 運用 

この計画は、災害対策基本法・大規模地震対策特別措置法・ガス事業法・消防

法・南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法・首都直下地震

対策特別措置法・石油コンビナート等災害防止法等関係法令に基づく諸計画等と調

整を図り運用します。また、この計画は、毎年検討を加え、必要があると認めると

きはこれを修正します。 

 

第４ 防災体制の確立 

１ 防災体制 

（１）非常体制の区分 

非常事態に対処するための非常体制の区分は次によります。 

 

体制区分 適用条件 

第 0次非常体制 1. 震度 5弱の地震が発生した場合、その他必要な場合 

第一次非常体制 

1. 震度5強の地震が発生した場合、その他必要な場合 

2. 地震以外の自然災害により、社会的な影響が大きいと考えられる重大な

供給支障が発生、または予想される場合 

3. 自然災害以外の理由により、社会的な影響が大きいと考えられる重大な

供給支障事故が予想される場合 

【東京ガス㈱】 
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4. 当社の事業運営に大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合、又は発

生が予測される場合 

第二次非常体制 

1. 震度6弱以上の地震が発生した場合 

2. 震度5弱・5強の地震が発生し、中圧又は低圧ブロックを供給停止した場

合 

3. 地震警戒宣言等（東海地震予知情報、南海トラフ地震臨時情報）が発表

された場合 

4. 地震以外の自然災害により、社会的な影響が極めて大きいと考えられる

重大な供給支障が発生、または予想される場合 

5. 自然災害以外の理由により、社会的な影響が大きいと考えられる重大な

供給支障事故が発生した場合 

6. 当社の事業運営に極めて大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合，

又は発生が予測される場合 

 

（２）災害対策組織及び分担業務 

非常体制に対応する災害対策組織（以下「対策組織」という。）を定めます。また、

これらの対策組織における分担業務を定めます。 

大規模地震防災体制（警戒体制）及び南海トラフ地震臨時情報発表時の体制につ

いては、別に定めます。 

 

２ 対策組織の運営 

（１）非常体制の発令及び解除 

① 対策本部の設置は、東京ガス社長が別に命ずるところによります。東京ガス

社長が不在の場合は、あらかじめ定めた代行者により代行します。ただし、震

度５弱以上の地震が発生し場合には、東京ガス社長の別命を待つことなく、自

動的に設置します。 

② 非常事態が発生した場合又は発生が予想される場合、統括班長の下に統括班、

担当班、対策支部（以下「支部」という。）を設置します。 

③ 災害発生のおそれがなくなった場合、又は災害復旧が進行して非常体制を継

続する必要がなくなった場合、本部長は非常体制を解除します。 

 

（２）権限の行使 

① 本部が設置された場合、災害対策活動に関する一切の業務は本部のもとで行

います。 

② 本部長は、災害対策に関する責任者として対策本部を統括します。 

③ 副本部長は本部長を補佐し、災害対策について立案・審議します。 

④ 統括班長及び担当班長は本部長の命を受け、災害対策について立案・審議す

るとともに、担当班長・所属員を指揮監督して災害対策活動を行います。また、

支部長は統括班長の命を受け、所属員を指揮監督して災害対策活動を行います。 

⑤ 本部長・副本部長となる者に事故があるときは、あらかじめ定めた代行者に

より職務を代行します。 
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（３）動員 

本部長は非常事態が発生した場合、又は発生が予想される場合、社員等の動員を

指令します。ただし、震度５弱以上の地震が発生した場合には自動出動とします。 

 

（４）指令伝達及び情報連絡の経路 

本部（支部）が設置された場合の指令伝達及び情報連絡の経路を定めます。 

 

３ 外部関係機関との協調 

（１）地方防災会議等への参加と協力 

平常時には担当部所が当該地方自治体の防災会議等と、また、災害時には本部又

は支部が当該地方自治体の災害対策本部等と緊密な連携を保ち、この計画が円滑か

つ適切に行われるよう努めます。 

① 地方防災会議等への参加 

地方防災会議等には委員を推薦し参加させます。 

② 地方自治体災害対策本部との協調 

この計画が円滑かつ適切に行われるよう、次の事項に関し協調を図ります。 

 

・災害に関する情報の提供及び収集 

・災害応急対策及び災害復旧対策の推進 

 

（２）防災関係機関との協調 

内閣府、経済産業省、気象庁、警察・消防等防災関係機関とは平常時から協調し、

防災情報の提供、収集等相互連携体制を整備します。 

 

（３）他ガス事業者等との協調 

日本ガス協会及び他ガス事業者等と協調し、要員・資機材等の相互融通等災害時

における相互応援体制の整備に努めます。 

 

（４）情報の収集・連絡 

非常事態等においては、非常事態等に関する状況、防災業務活動の実施状況、被

災情報その他の情報等を収集又は整理し、関係機関等への提供等を適時かつ適切に

実施するための体制の整備に努めます。また、非常事態災害により情報収集、連絡

に当たる担当者や通信手段が被害を受けた場合に備え、情報伝達ルートの多ルート

化、代行できる人員の指定など被害発生時における情報収集、連絡体制の整備に努

めます。 

 

第５ 災害予防に関する事項 

１ 防災教育 

各部所は、ガスの製造設備・供給設備に係る防災意識の高揚を図り、ガスに係る

災害の発生防止に努めるため、災害に関する専門知識・関係法令・保安規程・保安
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業務規程等について社員等関係者に対する教育を実施します。 

 

２ 防災訓練 

各部所は、災害対策を円滑に推進するため、年 1 回以上実践的な防災訓練を実施

し、非常事態にこの計画が有効に機能することを確認します。また、国及び地方自

治体等が実施する防災訓練等に積極的に参加し、連携を強化します。 

 

３ 非常事態対策諸規則類の整備 

災害時における業務を円滑に推進するため、この計画に基づき諸規則類を作成・

整備します。 

 

４ ガス施設の災害予防措置に関する事項 

（１）施設の機能の確保 

ガス設備については、既存の予防措置を活用しつつ、以下のとおり施設の機能確 

保に努めます。 

① 系統の多重化・拠点の分散 

ガス供給のため、系統の多重化、拠点の分散などに努めます。 

② 代替施設の整備 

臨時供給のための移動式ガス設備などの整備に努めます。 

 

（２）ガスの安定的な供給等 

ガスを安定的かつ適切に供給するために以下のとおり措置を講じます。 

① ガス製造設備 

消防関係法令、ガス事業法等に基づき所要の対策を講ずるとともに、防火設

備・消火設備の整備・点検・火気取締等の実施により火災防止を図ります。 

浸水のおそれのある設備には、防水壁、防水扉、排水ポンプ等の設置および機

器類・物品類のかさあげによる流出防止措置等、必要な措置を講ずる。また、風

水害の発生が予想される場合は、あらかじめ定めるところにより巡回点検します。 

 

② ガス供給設備 

大規模なガス漏えい等を防止するため、ガス工作物の技術上の基準等に基づき

ガス遮断装置の設置、導管防護措置、他工事に係わる導管事故防止措置等を行い

ます。また、需要家の建物内でのガス漏えいを防止するため、感震遮断機能を有

するガスメーター(マイコンメーター)又は緊急遮断装置の設置を推進します。 

風水害の発生が予想される場合は、あらかじめ定めた主要供給路線、橋梁架管

および浸水のおそれのある地下マンホール内の整圧器等を巡回点検します。 

 

（３）非常用設備の整備 

① 連絡・通信設備 
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災害時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うとともに、ガス工作物の遠隔監

視・操作を的確に行うため、無線通信設備等の通信設備を整備します。 

② コンピューター設備 

災害に備え、バックアップする体制を整備します。 

③ 自家発電設備など 

常用電力の停止時において防災業務設備の機能を維持するため必要に応じて自

家発電設備などを整備します。 

④ 防災中枢拠点設備 

災害対策本部の機能を果たす施設については、通信設備の充実や代替施設の確

保等の措置を講じます。 

 

（４）ガス工作物の巡視・点検・検査等 

ガス工作物を常に法令に定めるガス工作物の技術上の基準に適合するように維持

し、さらに事故の未然防止を図るため、定期的にガス工作物の巡視点検を行い、ガ

ス事故の防止を図ります。また、被害の発生が予想される場合にはあらかじめ定め

るところにより巡回点検します。 

 

５ 防災業務設備の整備 

（１）検知・警報設備 

ア 災害発生時において速やかな状況把握を行い所要の措置を講ずるため、必要

に応じ製造所、供給所等に遠隔監視機能を持った次の設備を設置します。地震

計（ＳＩ値または最大速度値の測定機能を有するもの） 

イ ガス漏れ警報設備 

ウ 火災報知器 

エ 圧力計 

オ 流量計 

 

（２）設備の緊急停止装置等 

緊急時の保安碓保を図るため、高中圧ガス製造設備への緊急停止装置の設置、液

化ガス貯槽、球形ガスホルダー、高圧導管等への緊急遮断装置の設置を行います。 

 

（３）防消火設備 

液化ガス貯槽、油貯槽、ガス発生設備等には、防消火設備として、必要に応じ以

下の設備を整備します。 

ア 貯槽消火設備、冷却用散水設備 

イ 化学消防車、高所放水車 

ウ 消火栓、消火用屋外給水設備、水幕設備 

エ 各種消火器具および消火剤 
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（４）漏えい拡大防止設備 

液化ガス等の流出拡大防止を図るため液化ガス貯槽、油貯槽については、必要に

応じ防液提を設置するとともにオイルフェンス、油処理剤等を整備します。 

 

（５）緊急放散設備等 

製造設備および導管の減圧を安全に行うため、必要に応じ緊急放散設備等を設置

します。 

 

（６）連絡・通信設備 

災害時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うとともに、ガス工作物の遠隔監

視・操作を的確に行うため、無線通信設備等の連絡通信設備を整備します。 

 

（７）情報処理設備等 

災害に備え、重要なコンピュータシステムやデータベース等のバックアップ対策

を講じます。 

 

（８）自家発電設備 

常用電力の停電時等において防災業務設備の機能を維持するため、必要に応じて

自家発電設備等を整備します。 

 

（９）防災中枢設備 

対策本部の機能をはたす施設については、通信等の設備の充実をはかるとともに、

必要に応じて什器・備品類の転倒防止等の措置を講じます。 

 

６ 災害対策用資機材等の確保及び整備 

（１）災害対策用資機材等の確保 

製造設備・供給設備の復旧用鋼材・配管材料・工具等必要資機材は、平常時から

その確保に努めるとともに定期的に保管状況を点検整備します。また、必要資機材

をリスト化するとともに、調達体制を整備します。 

 

（２）車両の確保 

非常事態における迅速な出動及び資機材の輸送手段の確保を図るため、拠点にお

いては、工作車・緊急車等の車両を常時稼働可能な状態に整備します。また、掘削

車・採水車等の特殊な作業車及び工作機械等は関係工事会社等と連携し、その調達

体制を整備します。 

 

（３）代替熱源 

ガス供給停止時における代替熱源の供給のために、移動式ガス発生設備の確保に

努めるとともに、カセットコンロ類、ＬＰガス等の調達ルートを把握します。 
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（４）生活必需品の確保 

非常事態に備え、食糧・飲料水・寝具・医薬品・仮設トイレ等の生活必需品の確

保に努めるとともに、定期的に保管状況を点検・整備します。 

 

（５）前進基地の確保 

非常事態に備え前進基地用地、宿泊施設等の候補をあらかじめ調査します。 

 

７ ガス事故の防止 

（１）ガス工作物の巡視・点検・調査等 

ガス工作物を常に法令に定めるガス工作物の技術上の基準に適合するように維持

し、さらに事故の未然防止を図るため、定期的にガス工作物の巡視・点検（災害発

生のおそれがある場合には特別の巡視）を行い、ガス事故の防止を図ります。 

 

（２）広報活動 

① 日常の広報 

お客様及び他工事関係工事会社等に対し、パンフレット等を利用しガスの安全

知識等の普及を促進し、その理解を求めるとともに、ガス臭気が認められる場合

等に通報等の協力を得るよう広報活動を実施します。 

② 広報資料の作成等 

非常事態に即応できるよう、あらかじめ広報例文等を作成・保管するとともに、

ガスメーター（マイコンメーター）復帰映像データ等をあらかじめマスコミ等に

配布します。 

 

第６ 災害応急対策に関する事項 

１ 通報・連絡 

（１）通報・連絡の経路 

社内及び外部機関との連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルート

の多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など、体制の確立に努める

ものとします。 

 

（２）通報・連絡の方法 

通報・連絡は、災害時優先電話、社内電話、携帯電話、無線通信等を使用して行

います。 

通信手段に支障が生じた場合、直ちに総務省に連絡し、通信手段を確保します。 

 

２ 災害時における情報の収集・連絡 

（１）情報収集・報告 

災害時では、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査等により迅速・的確

に把握します。 
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① 気象情報 

② 被害情報 

 

・一般情報 

一般の家屋被害及び人身被害発生情報並びに電気・水道・交通（鉄道、道路等）・通信 

放送施設等の施設をはじめとする当該受持区域内全般の被害情報 

・対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・お客様等への対応状況） 

・出社途上における収集情報 

・その他災害に関する情報(交通状況等) 

 

③ ガス施設等被害の状況及び復旧状況 

④ ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食料又

は応援隊等に関する情報 

⑤ 社員の被災状況 

⑥ その他災害に関する情報 

 

３ 災害時における広報 

（１）広報活動 

災害時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、その他必要な場合におい

て、その状況に応じた広報活動を行います。 

 

（２）広報の方法 

テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関を通じて行うほか、必要に

応じ直接当該地域へ周知します。また、地方自治体等の関係機関とも必要に応じて

連携を図ります。 

 

４ 対策要員の確保 

（１）対策要員の確保 

勤務時間外の非常事態の発生に備え、あらかじめ対策要員や連絡先を整理します。 

非常体制が発令された場合は、対策要員はあらかじめ定められた動員計画に基づ

き速やかに所属する本（支）部に出動します。 

勤務時間外に災害発生のおそれがある場合、あらかじめ定められた対策要員は、

気象情報その他の情報に留意し、非常体制の発令に備えます。 

 

（２）他会社等との協力 

協力会社等とは、災害発生後直ちに出動要請できる連携体制を確立し、必要に応

じて出動を要請します。 

自社のみでは早期復旧が困難であると考えられる場合には、日本ガス協会の「非

常事態における応援要綱」に基づき他ガス事業者からの応援を要請します。 
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５ 事業継続計画の策定・発動 

（１）事業継続計画の策定 

事故・災害等について、必要によりあらかじめ事業継続計画を策定します。また、

策定に当たっては、関係者の生命・身体の安全、及び被害拡大の防止を前提とした

上で、最低限継続しなければならない以下の業務を最優先します。 

 

・ガスの製造・供給の維持、保安の確保に関する業務 

・ガスの供給が停止した場合にはその復旧作業に関する業務 

・供給制限が必要となった場合の需要家対応に関する業務 

・その他企業として事業を継続する上で最低限必要な通常業務 

 

（２）事業継続計画の発動 

事業継続計画の発動が必要な場合は、事務局長が本部長に具申し、発動は本部長

が命じます。 

 

６ 災害時における復旧用資機材の確保 

（１）調達 

各班長、各支部長は、予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達

を必要とする資機材は、次のような方法により速やかに確保します。 

 

・取引先・メーカー等からの調達 

・被災していない他地域からの流用 

・他ガス事業者等からの融通 

 

（２）復旧用資機材置場等の確保 

災害復旧は、復旧用資機材置場及び前進基地が必要となるため、あらかじめ調査

した用地等の利用を検討します。また、この確保が困難な場合は、地方自治体等の

災害対策本部に依頼して、迅速な確保を図ります。 

 

７ 非常事態発生時の安全確保 

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難区域の設定、火気

の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予防措置を講じます。 

 

８ 災害時における応急工事 

応急の復旧に当たっては、復旧に従事する者の安全の確保に配慮した上で、非常

事態発生後可能な限り迅速・適切に施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、

これらの被害状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害の拡大防止及び被災者の

生活確保を最優先に行います。 
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第７ 災害復旧に関する事項 

１ 復旧計画の策定 

（１）復旧計画の策定 

災害が発生した場合は、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、

次に掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定します。 

 

・復旧手順及び方法 

・復旧要員の確保及び配置 

・復旧用資機材の調達 

・復旧作業の期間 

・供給停止需要家等への支援 

・宿泊施設の手配、食糧等の調達 

・その他必要な対策 

 

（２）重要施設の優先復旧計画 

救急病院、ごみ焼却場、老人ホーム等の社会的な重要度の高い施設については、

移動式ガス発生設備による臨時供給も含めて、優先的に復旧するよう計画立案しま

す。なお、臨時供給に当たっては、関係機関（国、都県、日本ガス協会等）と連携

を図ります。 

 

２ 復旧作業の実施 

（１）製造設備の復旧作業 

被害を受けた製造設備は、復旧計画に基づき速やかに復旧します。 

 

（２）供給設備の復旧作業 

供給設備の復旧作業は、二次災害の発生防止に万全を期しつつ、次の手順により

行います。 

① 高・中圧導管の復旧作業 

 

・区間遮断 

・漏えい調査 

・漏えい箇所の修理 

・ガス開通 

 

② 低圧導管の復旧作業 

 

・閉栓作業 

・復旧ブロック内巡回調査 

・被災地域の復旧ブロック化 

・復旧ブロック内の漏えい検査 

・本支管・供給管・灯外内管の漏えい箇所の修理 

・本支管混入空気除去 

・灯内内管の漏えい検査及び修理 
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・点火・燃焼試験（給排気設備の点検） 

・開栓 
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第１１節 文化財災害対策計画 

 

第１ 基本方針 

１ 趣旨 

市内に存在する貴重な文化財を正しく後世に伝えるため、災害から保護・保全す

るための対策について定めます。 
 

２ 留意点 

文化財そのものを保護するための防災対策はもちろん、文化財保護に関する市民

の意識を広め、高めるための施策も重要です。 
 

第２ 実施計画 

１ 予想される災害 

文化財に対する災害は、有形文化財全般にわたるものとして、風水害、地震、火

災、落雷などにより失われることが予想されます。特に、そのほとんどが、火災に

よって失われている現状があります。 
 

２ 文化財の防火対策 

文化財の防火対策は、次の事項を徹底します。 
 

（１）火災予防体制 

① 防火管理体制の整備 

② 文化財に対する環境の整備 

③ 火気使用の制限 

④ 火気の厳重警戒と早期発見 

⑤ 自衛消防と訓練の実施 

⑥ 火災発生時における措置の徹底 
 

（２）防火施設の整備強化 

① 火災報知設備及び非常警報設備等の整備強化 

② 消火器、消火栓、放水銃、スプリンクラー、ドレンチャー、動力消防ポンプ

等の充実強化 

③ 避雷装置、消防用水、防火戸、防火壁、通路等の整備強化 
 

（３）その他 

① 文化財に対する防火思想の普及徹底のための講習会等の広報活動 

② 所有者に対する啓発 

③ 管理保護についての助言と指導 

④ 防災施設に対する助成 


